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1

Ⅰ 計画の大綱

１ 森林計画区の概況

（１）位置及び区域

雄物川森林計画区は、本県中央から南東部に位置し、北は潟上市・北秋田市・鹿角市に、

東は岩手県、南は宮城県・山形県に、西は由利本荘市と接する５市２町１村を包括する区

域である。

計画区域の市町村 秋田市（秋田市、河辺町、雄和町）

大仙市（大曲市、神岡町、西仙北町、中仙町、協和町

総土地面積      太田町、仙北町、南外村）

  495,242 ha 仙北市（角館町、田沢湖町、西木村）

計画対象森林 美郷町（六郷町、千畑町、仙南村）

（民有林）面積 横手市（横手市、増田町、平鹿町、雄物川町、大森町

  190,555 ha      十文字町、山内村、大雄村）

湯沢市（湯沢市、稲川町、雄勝町、皆瀬村）

羽後町、東成瀬村

   注）（  ）内は旧市町村の名称

（２）自然的条件

  ア 地勢

本計画区は、東部には奥羽山脈が南北に縦走し、北から駒ヶ岳（1,637m）、和賀岳（1,439m）、

栗駒山（1,626m）、神室山（1,365m）などの主峰が連なり、西部には出羽山地に属する丘

陵状の山々が分布し、その間に仙北平野や横手盆地などの平担地が広がっている。

河川は、本計画区の中央を雄物川が山形県境を源とし、北西に流れながら岩手県境を源

とする玉川等と合流し、秋田市において日本海に注いでいる。

イ 地質及び土壌

地質は、山地のほとんどが第三紀層に属し、奥羽山脈地帯の北東部は大部分が安山岩、

石英安山岩、東部は、砂岩、礫岩、凝灰岩が主で、これに安山岩類、玄武類が分布してい

る。

西部出羽山地地帯は第三新層安山岩類で硬質頁岩、黒色泥岩となる。中央部は、新第三

紀、第四紀に属し、大部分は堆積岩により構成され、その分布する堆積岩は、秋田、仙北

平鹿地方の泥岩、雄勝地方の凝灰岩に大別される。

土壌は褐色森林土が広く分布し土性は砂質壌土、埴質壌土からなり、奥羽山脈地帯及び

太平山一帯は湿度適潤、結合度軟、深度中で林木の生育に適している。中南部の平坦地は

第四紀沖積層が広がり肥沃な農耕地は県の穀倉地帯となっている。
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が高まった。

整備されたほか

１０８号、３４１

めており、うち

就業人口、生産額とも

」

秋田県森林整備課

は１１℃内外にある

0.2～0.7ｍ、高山地

。

観測地点

湯の岱

秋 田

岩手県と結ぶ田沢湖

。

されたほか、国道は南北

３４１号、３４２

うち森林が７０

とも全県の半数

秋田県森林整備課

にある。

高山地

田沢湖

南北に

３４２号、

７０％、

半数を
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ウ 産業経済

産業別就業者数は県都秋田市が含まれることから、第一次産業が１０％、第二次産業が

２５％であり、第３次産業が県平均を上回る６４％と半数以上を占めている。

産業別総生産額は、計画区全体で 20,967 億円と、県全体の６０％を占めており、第一次

産業が 2.6％、第二次産業が 14.6％、第３次産業が 82.8％となっている。

区分
     産業別就業者数（人）

総数 第１次 うち農業 うち林業 第２次 第３次

雄物川①
数量 295,176 25,763 24,618 1,095 65,354 197,910

構成比 100 8.7 8.3 0.4 22.1 67.0

秋田県②
数量 503,106 49,929 46,534 2,518 124,501 321,378

構成比 100 9.9 9.2 0.5 24.7 63.9

①／②(%) 59 52 53 43 52 62

区分
     総生産額（億円）

総数 第１次 うち農業 うち林業 第２次 第３次

雄物川①
数量 20,967 554 510 43 3,060 17,353

構成比 100 2.6 2.4 0.2 14.6 82.8

秋田県②
数量 34,660 1,133 1,016 95 6,302 27,224

構成比 100 3.3 2.9 0.3 18.2 78.5

①／② 60 49 50 45 49 64

（４）雄物川森林計画区の現況

ア 森林・林業・木材産業の特色

民有林面積の人工林率は５１％で、県平均の５８％を下回っている。森林の現況を見る

と人工林の９５％がスギで、除・間伐を必要とする林分は４８％となっている。

また、天然林のうち９８％が広葉樹林でコナラを主体とした林分が多く分布している。   

本計画区には、高度な選別仕分け機能を持った大型原木市場２カ所、寸法精度等に優れた

建築部材を供給するプレカット加工施設５カ所や丸棒加工施設などの整備が図られている。

イ 森林・林業・木材産業の課題

本計画区の下流域には県内最大の木材消費地の秋田市があり、パルプ、合板等の装置企

業群が形成され、また、上流域はブナやナラ類を主体とした豊富な広葉樹資源に恵まれ、

広葉樹の原木市場や全国唯一のキリ原木市場、家具、漆器等の木工業が集積している。こ

のような森林資源の多様性から林業・木材産業の構成も上下流域にとらわれない構成にな

っている。今後は、昭和４０年代から造林されたスギの成熟期を迎えることから、これら

を循環資源として活かす木材供給基地づくりへの一体的な取組が課題となっている。



■ 民有林

スギ

森林の

となっている

２ 前計画

前計画

間伐面積

行結果

（１

【評価

近年

上回った

っている

（２

民有林スギ人工林

スギ４～９齢級

の育成と良質

となっている。

前計画の実行結果

前計画における

間伐面積、林道の

行結果の概要及びその

１） 伐採立木材積

区分

総数

評価】

近年、県内の木材需要

った。伐採の

っている。

２）人工造林

人工林の齢級別資源

齢級の間伐対象森林

良質な木材資源造成

実行結果の概要及

における前期５ヵ

の開設又は拡張

びその評価は

伐採立木材積

計画

主伐

1,120

木材需要が増加

の増加は針葉樹

人工造林・天然更新別面積

齢級別資源（雄物川森林計画区

間伐対象森林が 46,841ha
木材資源造成のため

概要及びその評価

５ヵ年分の伐採立木材積

拡張、保安林

は以下のとおりである

計画

間伐

1,100

増加してきていること

針葉樹（スギ）

天然更新別面積

4

雄物川森林計画区

46,841ha とスギ

のため、間伐を主体

評価

伐採立木材積、

保安林の整備及び

のとおりである。

（単位 材積

実行

主伐

1,221

してきていること等

）によるものであり

雄物川森林計画区）

とスギ人工林の

主体とした森林

、人工造林及

び治山事業並

。

材積：千ｍ３

実行

間伐

1,474

等にともない

によるものであり、広葉樹

資料

の 48％を占めており

森林の整備が

人工造林及び天然更新

治山事業並びに要整備森林

３、実行歩合

実行歩合

主伐

109

にともない、主伐・間伐

広葉樹の伐採

資料：森林整備課

めており、健全

が依然として

天然更新別の造林面積

要整備森林の整備

実行歩合：％）

実行歩合

間伐

134

間伐とも計画量

伐採は計画量を

森林整備課

健全な

として重要

造林面積、  

整備の実

計画量を

を下回
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（単位 面積：ha、実行歩合：％）

総数 人工造林 天然更新

計画 実行
実行

歩合
計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合

5,140 1,733 34 1,835 306 17 3,305 1,427 43

【評価】

伐採が計画以上に行われているなかで、人工造林は１７％、天然更新は４３％の実行歩

合にとどまっている。木材価格の低迷により、伐採後の造林意欲が低下していることが原

因と思われる。公益的機能の確保と資源の循環利用のためには再造林を計画的に行ってい

く必要がある。

（３）林道の開設又は拡張の数量

（単位 延長：ｋｍ、実行歩合：％）

区分 計画 実行 実行歩合

開設 拡張 開設 拡張 開設 拡張

総数 328.8 105.2 30.5 11 9 11

【評価】

開設の実行率で見れば計画に比べて非常に低い実績となっている。ただし、林内路網

の整備は林道と森林作業道を組み合わせながら実施されており、作業道を含めた林内路網

延長は 4,870km となっており、林内路網密度は 25.6m/ha となり、今後も整備を進める必

要がある。

（４）保安施設の数量

  ア 保安林の指定の面積

（単位 面積：ｈａ、実行歩合：％）

種類 指定 解除

計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合

総数 36,422 39,456 108 15 5 33

水源涵養 25,309 25,764 102 5 2 40

災害防備 9,558 11,672 122 5 3 60

保健風致 1,555 1,460 94 5 0 0

※保健風致保安林は他の保安林と重複するものがある

【評価】

公益的機能の発揮が特に必要な森林について、保安林指定を推進し、計画面積の達成に

取り組んだ結果、ほぼ計画量どおりとなった。
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  イ 保安施設事業

（単位 地区数：件、実行歩合：％）

区分 計画 実行 実行歩合

治山事業施地区数（箇所） 113 66 58

【評価】

治山事業施工地区数は計画を下回っていたが、崩壊の危険性の高い箇所や公益的な機能

を高度に発揮させる必要のある箇所を優先して整備を行った。

（５）要整備森林の整備

（単位 面積：ha、実行歩合：％）

区分 計画 実行 実行歩合

水源かん養保安林 169 83 49

【評価】

間伐率で 20%と 35％の間伐が計画に対して約 5 割実行された。

３ 計画樹立に当たっての基本的考え方

森林は、木材等の林産物を供給するとともに、水源の涵養、山地災害の防止等の公益的

機能の発揮を通じて、県民の生活と深く結びついてきた。

近年、これらに加え、保健・文化・教育的な利用の場として、また、良好な生活環境保

全等の機能の発揮や、地球温暖化問題に対する二酸化炭素の吸収源等、森林の持つ多面的

機能への期待が高まりなど、県民の森林に対する要請はますます多様化してきている。

このような期待の高まりに応え、森林の有する多面的機能の持続的発揮を確保していく

ためには、生態系として重要な森林の認識のもと、持続可能な森林経営を推進することが

重要となっている。

こうした中で、県では「秋田県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」（愛

称：水と緑の条例）を平成１５年３月に制定し、森林のみならず河川、湖沼、海等の自然

環境全体を考えた森林づくりにより、本県の豊かな「水と緑」を創造しながら次の世代に

引き継いでいけるよう、「水と緑の森づくり税」を財源として県民が支える森林づくり推進

と、水と緑の県民運動の展開に平成２０年度から取り組んでいる。

このため、当計画区においても森林・林業・木材産業の現況や課題を踏まえ、人と自然

が共生できる森林づくりに配慮しつつ、健全で持続可能な森林経営を視点に、森林の重視

すべき機能に応じた適切な森林の整備及び保全の推進に努めていくこととする。

（１）計画策定の基本目標

① 森林資源の循環利用

【木材生産機能を重視する森林】

＜森林整備の基本方針＞
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○林木の健全性を確保し、施業の団地化を

進めるため森林経営計画による施業の集

約化の促進を進めます。また、高性能林

業機械の導入を推進し、低コストで効率

的な木材生産を推進します。

○将来にわたり木材の安定的な供給を確保

  し、質的な資源の充実を図るため、間伐

  等の森林整備を実施します。また、伐採

  跡地については再造林等により適切な更

新を図ります。

○計画的な森林施業の実施と林産物の円滑

な搬出等のため、効率的な路網配置を推

進し、自然環境の保全や景観との調和に

も十分配慮します。

② 森林の公益的機能の発揮

【土砂の流出や山崩れ等の山地災害防止機能の発揮を重視する森林】

【水資源を保持し、渇水を緩和するとともに洪水流量等の調整機能を重視する森林】

【大気の浄化、騒音や風を防ぐなど良好な自然環境の保全機能を重視する森林】

【森林体験活動の場や健康づくりの場として、森林とのふれあい機能を重視する森林】

＜森林整備の基本方針＞

○樹根や表土の保全に留意しながら適切な

保育・間伐などの森林施業を実施し、高

齢級の森林への誘導や伐採面積の縮小及

び箇所の分散を図ります。

○山地災害の危険性の高い地域では、保安

林の指定や適切な管理を推進するととも

に必要に応じて山地災害を防ぐ施設を整

備します。

○森林の構成を維持し、樹種の多様性を増

進することを基本とし、それぞれの森林

が求められる機能やあり方に応じた適切

な森林整備を推進します。

○原生的な森林や重要な野生生物の生息地

である森林については、自然の推移に委

ねます。

○都市近郊や里山等の森林については、広

葉樹と針葉樹の混交林化等の育成複層林

施業を進めます。

水源涵養機能森林

木材生産機能森林

山地災害防止機能森林



○身近

供

て

備

（２

①

森林資源

は、整備目標森林

②

人工造林樹種

整備目標森林

を考慮

実施する

身近な自然や

供している森林

て歩道やキャンプ

備します。

２）主な計画量

立木の伐採

森林資源の構成

整備目標森林

造林及び保育

人工造林樹種については

整備目標森林へ誘導

考慮し、速やかな

することとします

や自然とのふれあいの

森林については

キャンプ場等保健休養施設

計画量の概要

伐採に関する事項

構成と木材の需要動向

整備目標森林に応じた適切

区

針葉樹

広葉樹

計

保育に関する

については、

誘導するための

やかな更新を図

こととします。

とのふれあいの場

については、必要に

保健休養施設

事項

需要動向から

適切な伐採方法及

区 分 総

針葉樹 4,550

広葉樹

計 5,150

する事項

、その森林の

するための保育管理

図ることとし

総面積

9,200

8

場を提

に応じ

保健休養施設を整

から伐採量を次

伐採方法及び伐採時期

単位

数 主

4,550 2,3

600

5,150 2,900

の重視する機能

保育管理を徹底する

ることとし、必要に応

人工造林

4,000

次のとおり計画

伐採時期を選択

単位：材積千㎥

伐 間

2,300 2,250

600 －

2,900 2,250

機能や自然環境

する。天然更新

応じて更新促進

単位：ha

天然更新

5,200

快適生活環境

計画します。

選択することとします

㎥

伐

2,250

－

2,250

自然環境に十分考慮

天然更新についても

更新促進のための

快適生活環境／保健文化機能森林

。伐採に当たって

こととします。

十分考慮するとともに

についても同様に立地条件

のための更新補助作業

保健文化機能森林

たって

するとともに、

立地条件

更新補助作業を
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③ 林道開設及び林産物の搬出に関する事項

開設する林道の路線位置及び構造は、利用区域森林の重視する機能とその保全に十分

配慮し、森林資源の状況及び造林、保育、間伐、伐採等の施業の効率性、利用区域の規模

等を勘案して計画する。木材生産機能を重視する森林においては、林道開設と併せて作業

路網を整備し効率的な作業システムによる森林整備と木材生産を推進することとします。

④ 保安施設に関する事項

（保安林の配備計画）

  保安林として管理すべき森林の種類別の計画期末面積を次のとおり計画します。

単位： ｈａ  

実面積 水源かん養保安林 災害防備等保安林 保健風致等保安林

40,500 27,400 13,000 1,550

注）実面積は２種類以上の重複を除いた面積

計画期末は平成３７年３月３１日

（保安施設等整備計画）

災害に強い地域づくり、水源地域の機能強化、豊かな環境づくりのため、緊急かつ計画

的な実施を必要とする荒廃地等を対象として、植栽、本数調整伐等の保安林の整備及び渓

間工、山腹工等の治山施設の整備を次のとおり計画します。

治山事業施行地区数 213 箇所

単位（延長：㎞）

開　　　　設 拡　　　　張

区　　分 路線数 延　長 改　良 舗　装

箇所数 路線数 延　長

総　数 188 631.0 76 46 145.7

県民参加の森づくりの推進
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Ⅱ 計画事項

第１ 計画の対象とする森林の区域

　　市町村別面積

備考

( )内は
旧市町村名

注） 1 地域森林計画の対象とする森林の区域は森林計画図に表示する民有林です。

2 本計画の対象森林は、森林法第10条の2第１項の開発行為の許可、同第10条の7の2第１項の森林の土地

の所有者となった旨の届出及び同第10条の８第1項の伐採及び伐採後の造林の届出の対象となります。

3 森林計画図の縦覧場所は、農林水産部森林整備課及び秋田、仙北、平鹿、雄勝地域振興局農林部

森づくり推進課です。

4 単位未満は四捨五入のため、計は一致しません。

合計 34,806
（ 角 館 町 ） 5,225
（ 田 沢 湖 町 ） 10,953

（ 山 内 町 ） 17,219

（ 大 森 町 ） 6,429
（ 十 文 字 町 ） 3

市
　

町

　
村

　
別

　

内
　

訳

市町村名

秋田市

大仙市

仙北市

美郷町

羽後町
東成瀬村

横手市

湯沢市

( 秋 田 市 ) 19,264
( 河 辺 町 ) 8,202
( 雄 和 町 ) 9,273

合計 36,739
( 大 曲 市 ) 2,652
( 神 岡 町 ) 616
( 西 仙 北 町 ) 10,534

( 南 外 町 ) 6,381

( 太 田 町 ) 829
( 仙 北 町 ) 17

( 中 仙 町 ) 1,523
( 協 和 町 ) 12,254

（ 西 木 村 ） 9,236

合計 25,414
（ 六 郷 町 ） 863

（ 平 鹿 町 ） 567
（ 雄 物 川 町 ） 2,754

（ 千 畑 町 ） 1,735
（ 仙 南 町 ） 462

合計 3,060

8,270

13,882

合計 35,814
（ 湯 沢 市 ） 9,178

（ 皆 瀬 村 ） 7,003

区　　　　　　分 面　　積  (ha)

総　　　　　　数 190,555

合計 32,569

（ 稲 川 町 ） 3,355
（ 雄 勝 町 ） 13,033

（ 横 手 市 ） 4,428

（ 大 雄 村 ） 18

（ 増 田 町 ） 4,395
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第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項

１ 森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項

（１）森林の整備及び保全の目標

全国森林計画に即して、積雪量が多く地質的にもぜい弱な山地が多い本計画区について

は、山地災害防止機能／土壌保全機能の増進に配慮し、間伐等の適切な実施や天然力を活

用した施業を主体として活力ある健全な森林を維持することとします。

また、森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため、関係者の合意の下、

発揮を期待する機能ごとの区域を明らかにし、これらの各機能に応じた多様な森林の整備

及び保全を推進することとします。

なお、各機能を発揮する上で望ましい森林の整備及び保全の目標は次のとおりとしま

す。

（２）森林の整備及び保全の基本方針

森林の整備及び保全に当たっては、森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮さ

せるため、重視すべき機能の充実と各機能間の調整を図りつつ、適正な施業の実施や森林

保全の確保により健全な森林資源の維持造成を推進することとします。

具体的には、森林の有する水源涵養、山地災害防止／土壌保全、快適環境形成、保健・

森林レクリェーション、文化、生物多様性保全、木材等生産の各機能の高度発揮を図るた

め、併存する機能に配慮しつつ、森林の資源状況に応じた適正な森林施業の実施や、林道

等の路網の整備、保安林制度の適切な運用、山地災害の防止、森林病害虫や野生鳥獣害の

被害対策などの森林の保護等に関する取組みの推進により、重視すべき機能に応じた多様

な森林資源の整備及び保全を図ることとします。

また、秋田県水源森林地域の保全に関する条例（平成２６年条例第６１号）に基づき水

応じて浸透を促進する施設等が整備されている森林

　下層植生が生育するための空間が確保され、適度な光が射し込み、下

層植生とともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた

森林であって、必要に応じて山地災害を防ぐ施設が整備されている森林

　樹高が高く枝葉が多く茂っているなど遮蔽能力や汚染物質の吸着能力

が高く、諸被害に対する抵抗性が高い森林

　身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され、多様な樹

種等からなり、住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって、

必要に応じて保健活動に適した施設等が整備されている森林

　史跡・名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成

している森林であって、必要に応じて文化・教育的活動に適した施設が

整備されている森林

　原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息している森林、陸域・

水域にまたがり特有の生物種が生育・生息している渓畔林

　林木の生育に適した土壌を有し、木材として利用する上で良好な樹木

により構成され、成長量が高い森林であって、林道等の基盤施設が適切

に整備されている森林

森林の整備及び保全の目標

  下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄えるすき間

に富んだ浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林であって、必要に

山地災害防止機能

／土壌保全機能

文化機能

生物多様性保全機能

木材等生産機能

快適環境形成機能

機能の区分

保健・レクリェーション

機能

かん

水源涵養機能
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源森林地域に指定された森林を、水源涵養機能森林の中で重ねて設定することとします。

なお、森林の区分ごとの森林整備及び保全の基本方針は次表のとおりとします。

　ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周辺の森林並びに

地域の用水源として重要なため池、湧水地及び渓流等の周辺に存する森

林は、水源涵養機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進す

ることとします。

した施業を推進することとします。

　ダム等の利水施設上流部等において、水源涵養の機能が十分発揮され

るよう、保安林の指定やその適切な管理を推進することとします。

　水源森林地域は、水源かん養保安林、市町村森林整備計画で水源涵養

機能維持増進森林としてゾーニングされている森林、市町村、水道事業

者等が公共用に利用するために取水している地点周辺の森林について、

市町村の意見を踏まえて指定することとします。
　指定された水源森林地域では、適正な土地利用を確保するために、森

林の売買にあたり事前の届出を行うこととします。
　山腹崩壊等により人命・人家等施設に被害を及ぼすおそれがある森林

など、土砂の流出、土砂の崩壊の防備その他山地災害の防備を図る必要

のある森林は、山地災害防止機能／土壌保全機能の維持増進を図る森林

として整備及び保全を推進することとします。

　具体的には、災害に強い県土を形成する観点から、地形、地質等の条

件を考慮した上で、林床の裸地化の縮小及び回避を図る施業を推進する

こととします。また、立地条件や県民ニーズ等に応じ、天然力も活用し

た施業を推進することとします。

　集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等において、土

砂の流出防備等の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やその適

切な管理を推進するとともに、渓岸の浸食防止や山脚の固定等を図る必

要がある場合には、谷止や土留等の設置を推進することとします。

　県民の日常生活に密接に関わりを持つ里山等であって、騒音や粉塵等

の影響を緩和する森林及び森林の所在する位置、気象条件等からみて風

害、霧害等の気象災害の防止する効果が高い森林は、快適環境形成機能

の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとします。

　具体的には、地域の快適な生活環境を保全する観点から、風や騒音等

の防備や大気の浄化のために有効な森林の構成の維持を基本とし、樹種

の多様性を増進する施業や適切な保育・間伐等を推進することとします。

　快適な環境の保全のための保安林の指定やその適切な管理、防風、防

潮等に重要な役割を果たしている海岸林等の保全を推進することとしま

す。

　観光的に魅力ある高原、渓谷等の自然景観や植物群落を有する森林、

キャンプ場や森林公園等の施設の伴う森林など、県民の保健・教育的利

用等に適した森林は、保健・レクリェーション機能の維持増進を図る森

林として整備及び保全を推進することとします。

　具体的には、県民に憩いと学びの場を提供する観点から、立地条件や

国民ニーズ等に応じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進す

ることとします。

　また、保健等のための保安林の指定やその適切な管理を推進すること

とします。

山地災害防止機能
／土壌保全機能森林

快適環境形成機能森林

保健・レクリェーショ
ン機能森林

森林の区分

　　　　　　かん

　水源涵養機能森林

水源森林地域

森林の整備及び保全の基本方針

　具体的には、良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・

間伐を促進しつつ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とする

とともに、伐採に伴って発生する裸地については、縮小及び分散を図る

こととします。また、立地条件や国民のニーズ等に応じ、天然力も活用
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（３）計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等

  計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等については、次のとおり

定めます。

２ その他必要な事項

森林の整備及び保全の推進に当たっては、国、県及び市町村が十分な連携を取りながら、

　史跡、名勝等の所在する森林や、これらと一体となり優れた自然景観

等を形成する森林は、潤いある自然景観や歴史的風致を構成する観点か

ら、文化機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進すること

とします。

　具体的には、美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進するこ

とします。また、風致のための保安林の指定やその適切な管理を推進す

ることとします。

　全ての森林は多様な生物の生育・生息の場として生物多様性の保全に

寄与しています。このことを踏まえ、森林生態系の不確実性を踏まえた

順応的管理の考え方に基づき、時間軸を通じて適度な攪乱により常に変

化しながらも、一定の広がりにおいてその土地固有の自然条件・立地条

件に適した様々な生育段階や樹種から構成されている森林がバランス良

く配置されていることを目指すこととします。

　とりわけ、原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、

陸域・水域にまたがり特有の生物が生育・生息する渓畔林などの属地的

に機能の発揮が求められている森林については、生物多様性保全機能の

維持増進を図る森林として保全することとします。また、野生生物のた

めの回廊の確保にも配慮した適切な保全を推進することとします。

　林木の生育に適した森林で、効率的な森林施業が可能な森林は、木材

等生産機能の維持増進を図る森林として整備を推進することとします。

　具体的には、木材等の林産物の持続的、安定的かつ効率的に供給する

観点から、森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木

を生育させるための適切な造林、保育及び間伐等を推進することを基本

とすることとします。この場合、施業の集団化や機械化を通じた効率的

な整備を推進することとします。

　注）１　森林の有する多面的機能については、地形条件、気象条件及び森林の種類などにより発揮される効果は異なり、また、

　　　　洪水や渇水を防ぐ役割については、人為的に制御でききないため、期待される時に必ずしも効果が発揮されるものでない

　　　　ことに留意するする必要があります。

　　　２　これらの機能以外に森林の有する多面的機能として地球環境保全機能があるが、これについては二酸化炭素の固定、

　　　　蒸発散作用等の森林の働きが保たれることによって発揮される属地生のない機能であることに留意する必要があります。

森林の区分 森林の整備及び保全の基本方針

生物多様性保全機能
森林

木材生産等機能森林

文化機能森林

現　況 計画期末

面 育成単層林（ｈａ） 97,379 97,079

育成複層林（ｈａ） 3,235 3,635

積 天然生林　（ｈａ） 88,937 89,037

237 262

注）１　現況は平成２６年３月３１日現在の数値です。

　　２　森林蓄積は、立木地の蓄積です。

　　３　「育成単層林」とは森林を構成する林木を皆伐により伐採し、単一の樹冠層を構成する森林です。

　　４　「育成複層林」とは森林を構成する林木を択伐により伐採し、複数の樹冠層を構成する森林です。

　　５　「天然生林」とは主として天然力を活用することにより成立させ維持される森林です。

森林蓄積（m3／ｈａ）

区　分
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重視すべき機能が高度に発揮されるよう、一体的な森林の整備及び保全に努めるものとし

ます。

第３ 森林の整備に関する事項

１ 森林の立木竹の伐採に関する事項

（１）立木の伐採（主伐）の標準的な方法に関する指針

市町村森林整備計画で定める「立木の伐採（主伐）の標準的な方法」についての指針は

次のとおりとし、次表に示す整備目標森林へ適確に誘導を図ることとします。

① 育成単層林

森林を構成する林木を皆伐により伐採し、人為により単一の樹冠層を構成する森林とし

て成立させ維持する森林施業は、次のａ～ｄの事項に留意の上実施することとします。

а  主伐に当たっては（皆伐後人工造林を行う場合）、自然的条件及び公益的機能の確保

についての必要性を踏まえ、１箇所当たりの伐採面積の規模、伐採箇所の分散に配慮する

こととします。

また、林地の保全、雪崩、落石防止、寒風害等の各種被害の防止及び風致の維持、及び

渓流周辺や尾根筋等の森林における生物多様性のため必要がある場合には、所要の保護樹

帯を設置することとします。

ｂ 主伐の時期については、高齢級の人工林が急増すること等を踏まえ、公益的機能と

の調和に配慮し、木材資源の安定的かつ効率的な循環・利用を考慮して多様化及び長伐期

化を図ることとします。

с 伐採跡地については、ぼう芽による更新が確実な林分を除き、適確な更新を図るた

め、適地適木を旨として気候、土壌等の自然条件に適合した樹種を早期に植栽することと

します。

また、ぼう芽による更新を行う場合には、ぼう芽の発生状況等を考慮し、必要に応じ芽

かき、植込みを行うこととします。

ｄ 皆伐後、かき起こし・刈払い等により天然更新を行う場合には、１箇所当たりの伐

採面積及び伐採箇所は人工造林の場合に準じるが、更新を確保するため伐区の形状、母樹

の保存等について配慮し、ぼう芽更新の場合は、優良なぼう芽を発生させるため１０月か

ら４月の間に伐採を行うこととします。

② 育成複層林

森林を構成する林木を択伐等により部分的に伐採し、人為により複数の樹冠層を構成す

る森林として成立させ維持する森林施業は、次のａ～ｄの事項に留意のうえ実施すること

とします。

а 主伐に当たっては、複層状態の森林に確実に誘導する観点から自然条件を踏まえ、

森林を構成している樹種、林分構造等を勘案して行うこととします。

また、立地条件、下木の生育条件等を踏まえ、帯状又は群状の伐採等の効率的な施業の

実施についても考慮することとします。

ь 択伐は、天然下種更新が確実な林分で行うこととし、伐採に当たっては森林の生産

力及び公益的機能の増進が図られる林型に誘導することを目標に、適正な繰り返し期間で
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行うこととします。

с スギを主体とする複層林施業を行う場合は、当面、常時複層林の二段林施業による

ものとし、造林に当たっては、当該森林の林分が市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上に達した森林について、主伐を実施して植栽することとします。

なお、造成後の上層木の主伐に当たっては、下層木に損傷を与えないよう伐採方法に留

意することとします。

③ 天然生林

主として天然力を活用することにより、成立させ維持する森林施業は、次のａ～ｂの事

項に留意のうえ実施することとします。

а 皆伐による場合は、適切な伐採区域の形状、伐採面積の規模、伐採箇所については

モザイク状に設置するなど分散等に配慮することとします。

ь 択伐による場合は、森林の生産力及び公益的機能の増進が図られる林型に誘導する

ことを目標に、適正な繰り返し期間で行うこととします。

（２）立木の標準伐期齢に関する指針

市町村森林整備計画で定める「樹種別の立木の標準伐期齢」についての指針は、主要樹

整備目標森林への誘導方法

注）人工造林Ⅰ：天然生林→育成単層林、未立木地造林
人工造林Ⅱ：育成単層林→育成単層林
天然更新　：ぼう芽更新または天然下種更新

育成複層林

天然生林

択伐

③a
天然更新

（更新補助）

③b 樹下植栽
育成複層林

③b
天然更新

（更新補助）

択伐

育成複層林 択伐

天然生林 皆伐

整備目標森林区分

人工造林Ⅱ 育成単層林

天然更新

（更新補助）

現況森林区分 伐採方法 施業方法

育成単層林 皆伐 ①a.b.c

①a～d

更新方法

育成複層林

天然生林

③a 人工造林Ⅰ

育成複層林

育成複層林

天然生林

育成複層林

②a.b
天然更新

（更新補助）

②a.c

②a.b
天然更新

（更新補助）

樹下植栽

②a.c 樹下植栽

育成単層林
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種ごとの平均成長量が最大となる林齢を基準に、森林の有する公益的機能、平均伐採林齢

及び森林の構成を勘案して次のとおりとします。

（３）その他必要な事項

木材等生産機能森林においては、森林の有する公益的機能の維持増進を図りながら持続

的・安定的に木材等を生産するために、成長量程度の伐採を行うこととします。

また、公益的機能を維持増進する必要のある森林については、市町村森林整備計画にお

いて伐採方法を特定し、環境に配慮した伐採に努めるものとします。

なお、保安林等法令により制限のある森林については、制限の目的の達成に必要な施業

を行うこととするとともに、生物多様性の保全などにも配慮した伐採を行うこととします。

２ 造林に関する事項

（１）人工造林に関する指針

ア 人工造林の対象樹種に関する指針

市町村森林整備計画で定める「人工造林の対象樹種」についての指針は、立地条件、既

往の造林地の生育状況勘案し、造林が容易で健全に生育し、材質等に優れている樹種を選

定するものとし次のとおりとします。

   ・針葉樹はスギを主体に、広葉樹はケヤキ、キハダ、イヌエンジュ等の有用広葉樹

    を主体とします。天然更新の対象樹種は、アカマツ、ブナ、ナラ類を主体に定め

   るものとします。

イ 人工造林の標準的な方法に関する指針

市町村森林整備計画で定める「人工造林の標準的な方法」についての指針は、次のとお

りとします。

① 人工造林の植栽本数

植栽本数は、下表の植栽本数を標準として、生産材の目標、伐期等を勘案し次のとおり

とします。

スギ以外の樹種は、林地の生産力、立地条件を考慮して定めるものとします。

また、スギを主体とする育成複層林については、上層木林分の樹冠のうっ閉度、既往の植

標準伐期齢の基準

注）標準伐期齢は地域の標準的な立木の伐採（主伐）の時期の指標として定められるものであり、

　定めた林齢に達した時点での森林の伐採を促すものではありません。

　また、保安林等における伐採規制等の指標に用いられます。

雄 物 川
地 域 森 林 計 画 区 50

樹　　　　　　種　　　　　（年）
地 区

50 60 2540 40 35

アカマツ カラマツ その他針葉樹 ブナ その他広葉樹スギ クロマツ

樹　種 仕立て方法 植栽本数（本/ｈａ）

ス　ギ

疎密度仕立て（収量比数０．５） １，５００～２，１００

疎～中庸密度仕立て（収量比数０．６） 　　　　　～２，５００

中庸密度仕立て（収量比数０．７） 　　　　　～３，０００
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栽本数等を勘案して、植栽本数を決定することとしますが、下層木の確実な成長を確保す

るため、樹冠直下を避けて植栽することとします。

② 人工造林の標準的な方法

ａ 地拵えの方法

雑かん木類、笹、雑草等はできるだけ地際より丁寧に伐倒又は刈払いし、発生した支障

木等は筋条に集積するか、又は沢敷地等の植栽地外に集積することとします。

ｂ 植付け方法

植栽時期は春又は秋植えとするが、極力乾燥時期を避け、必要に応じ植付けの方法も植

え穴を大きくし丁寧植えを行う等、その後の苗木の活着と成長が十分図られるよう行うこ

ととします。

ウ 伐採跡地の人工造林をすべき期間に関する指針

市町村森林整備計画で定める「伐採跡地の人工造林をすべき期間」についての指針は、

森林資源の積極的な造成と共に、林地の荒廃を防止するため、人工造林をともなうものに

あっては伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して２年以内に更新するも

のとします。ただし、択伐による伐採に係るものについては、伐採による森林の公益的機

能への影響を考慮し、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年を超

えない期間で更新を図るものとします。

（２）天然更新に関する指針

天然更新については、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系等からみて、主

として天然力の活用により適確な更新が図られる森林において行うこととします。

ア 天然更新の対象樹種に関する指針  

市町村森林整備計画で定める「天然更新の対象樹種」についての指針は、立地条件、既

往の生育状況を勘案し、健全に生育し、材質等に優れている樹種とし、次のとおりとしま

す。

針葉樹及びブナ※、ナラ類※、クルミ類、クリ※、ケヤキ、ホオノキ※、サクラ類※、

カエデ類※、トチノキ、シナノキ、センノキ、カンバ類等の広葉樹であって将来その林分

において高木となりうる有用樹とします。

※は、ぼう芽更新が可能な樹種

イ 天然更新の標準的な方法に関する指針

市町村森林整備計画で定める「天然更新の標準的な方法」についての指針は、次のとお

りとします。

ａ ナラ類のぼう芽更新については、ぼう芽の優劣が明らかとなる３年目頃に、根又は

地際部から発生しているぼう芽を１株当たりの仕立て本数３～５本を目安として、ぼう芽

整理を行うこととします。

ｂ 笹や粗腐植の堆積等により更新を阻害されている箇所では、末木枝条類の除去ある

いは、かき起こしを行い、発生した稚樹の生育を促進するための刈払いを行うほか更新の

不十分な箇所には植込みを行うこととします。
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ｃ ブナは種子の結実及び林床条件を考慮して、天然稚樹の発生、育成を促す地表処理、

刈出し等の作業により更新を図ることとします。

ｄ アカマツは伐採前又は伐採後に地床処理による天然更新補助作業を行うこととしま

す。

ｅ 伐採の一定期間の後に更新状況の確認を行うとともに、更新が完了していないと判

断される場合は、植栽等により確実な更新を図ることとします。

ウ 伐採跡地の天然更新をすべき期間に関する指針

市町村森林整備計画で定める「伐採跡地の天然更新をすべき期間」についての指針は、「秋

田県人工林伐採跡地天然更新完了基準（秋田県地域森林計画編成業務要領）」に基づき、伐

採後５年を経過した時点で林地の更新状況を確認し、更新完了を判断することとします。

（３）植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する指針

主伐後の的確な更新を図るため、次の森林については原則として植栽によらなければ的

確な更新が困難な森林とし、植栽により更新を図ることとします。植栽によらなければ的

確な更新が困難な森林の区域は、自然条件や森林の有する機能の早期回復に対する地域住

民からの社会的要請などを勘案し、市町村森林整備計画において定められます。

ａ 種子を供給する母樹が存在しない森林

ｂ 有用天然木の稚樹の育成が期待できない森林

ｃ 面積の大きな針葉樹人工林であって、林床に木本類が見られないもののうち、気候、

地形、土壌条件、周囲の森林の状況等により、皆伐後も木本類の進入が期待できない

森林

（４）その他必要な事項

木材等生産機能森林については、森林資源の早期回復、公益的機能の維持を図るため、（１）

のイに定める人工造林又は（２）のイに定める天然更新の指針により、確実な更実な更新

を確保することとします。

３ 間伐及び保育に関する事項

（１）間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法に関する指針

市町村森林整備計画で定める「間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法」

の指針は、森林計画区の標準的な森林の立地条件、既往の間伐方法等を勘案し、森林の立

木の生育促進並びに林分の健全化及び利用価値の向上を図ることを旨として、時期、回数

方法等を次表のとおりとします。なお、１回当たりの間伐率（材積）は概ね 30％とします。

生産目標

良質材生産

一般材生産

大径材生産

主伐までの目標

節などの形質の悪い木がない良質な小～中径材の生産を目指す

植栽や間伐のコストを抑えて、低コストな生産を目指す

天然秋田スギの代替えになるような良質な大径材の生産を目指す
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（２）保育の標準的な方法に関する指針

市町村森林整備計画で定める「保育の作業種別の標準的な方法」についての指針は、森

林の立木の生育促進及び林分の健全化を図るため、森林計画区における既往の保育方法を

勘案して、時期、回数、作業方法等を次表のとおりとします。

初回 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目 ７回目

50 11～15 21～25 26～30 31～35 36～40

80 11～15 21～25 26～30 31～35 41～45 51～55 61～70

50 16～20 21～25 26～30 36～40

80 16～20 21～25 26～30 36～40 51～60

50 16～25 26～30 36～40

80 16～25 26～30 41～45 56～65

50 16～25 31～40

80 16～25 31～40 46～55 56～65

大径材生産
（3,000本）

100
以上

中庸密度
仕立

16～20 21～25 26～30 36～40 51～60 66～75 81～90
初回は
除伐

一般材生産
（2,500本）

スギ

間伐の時期（年）

初回は
除伐

初回は
除伐

備考樹種
生産目標

（植栽本数）
伐期

（年）
仕立て方

法

良質材生産
（3,000本）

一般材生産
（3,000本）

一般材生産
（2,100本）

初回は
除伐

中庸密度
仕立

中庸密度
仕立

中庸～疎
密度仕立

疎密度仕
立

＜スギ人工林の保育の目安＞
                 林　　　　　　　　　　　　　　　齢  備　　考

  施業種 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 22 26 30

 良  下　　刈 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ △ △ △

 質  除　　伐 ○ ○

 材  枝打ち ○ ○ ○ ○ ○ 枝下高8.0m

 生  つる切り ○ ○

 産  雪起し △ △ △ △ △ △

 一  下　　刈 △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △

 般  除　　伐 ○ △

 材  枝　　打 ○ ○ 枝下高4.0m

 生  つる切り ○ ○ 雪害木は除

 産  雪起し 伐時に対応

◎：年２回実施 ○：年１回実施 △：必要により実施

高能率林業機械を活用した間伐作業
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（３）その他必要な事項

間伐及び保育を行う際には林地の保全に配慮し、必要に応じて林地残材や枝条を集積し、

災害の防止に努めるものとします。

また、森林の状況に応じて、高性能林業機械の活用や列状間伐の導入など効率的な施業

の実施を図ることとします。

４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項

市町村森林整備計画で定める「公益的機能別施業森林等の区域及び当該区域における森

林施業の方法」に関する指針は次のとおりとします。

（１）公益的機能別施業森林の区域の基準及び当該区域における施業の方法に関する指針

ア 区域の設定の基準に関する指針

森林の有する公益的機能の別に応じて当該公益的機能の維持増進を特に図るための森林

施業を推進すべき森林の区域は、第２の１の（１）に示す森林の有する機能のうち、水源

涵養機能、山地災害防止機能／土壌保全機能、快適環境形成機能、保健・レクリェーショ

ン機能、文化機能及び生物多様性保全機能の高度発揮が求められており、森林の機能と森

林の整備及び保全の基本方針を踏まえつつ、これら公益的機能の維持増進を図るための森

林施業を積極的かつ計画的に実施することが必要かつ適切と見込まれる森林の区域につい

て設定することを基本とします。

また、区域内において機能が重複する場合は、それぞれの機能の発揮に支障が生じない

ように定めることとします。具体的には、保安林など法令に基づき森林施業に制限を受け

る森林の所在、森林の立地条件、森林の機能の評価区分（「森林の機能別調査実施要領の制

定について」（昭和 52 年 1 月 18 日付 52 林野計第 532 号林野庁長官通知）に基づく評価区

分をいう。）等を参考にして、その機能の高度発揮が求められている森林について、一体的

な森林整備を踏まえて定めることとします。

イ 森林施業の方法に関する指針

① 水源涵養機能維持増進森林の整備に関する指針

育成単層林については、伐採に伴う裸地化による影響を軽減するため皆伐面積の縮小・

分散、標準伐期＋10 年以上の伐期の延長を図ることとします。

また、急傾斜の森林又は成長量の低い森林については、育成複層林に誘導することとし

ます。公益的機能の発揮のため継続的な育成管理が必要なこの他の森林は、立地条件に応

じて広葉樹の生育を促し、針広混交の育成複層林に誘導することとします。

天然生林のうち、下層植生等の状況から公益的機能の発揮のために継続的な維持・管理

が必要な森林については、更新補助作業により育成複層林に誘導することとします。

② 山地災害防止等機能維持増進森林の整備に関する指針

育成単層林については、伐採に伴う裸地化による影響を軽減するため伐採面積の縮小・

分散、伐期の長期化を図ることとします。

原則として、間伐や帯状又は群状の小面積皆伐による複層林施業を推進し、育成複層林

に誘導することとします。急傾斜の森林又は成長量の低い森林や、複層林施業によっては



21

公益的機能の維持増進を特に図ることができないと認められる森林については、択伐によ

る複層林施業を推進するほか、立地条件に応じて広葉樹の生育を促し、針広混交の育成複

層林に誘導することとします。適正な伐区の形状・配置等により、伐採後の林分において

これらの機能が確保できる森林は、長伐期施業（標準伐期のおおむね 2 倍以上）を推進す

ることとします。

育成複層林については、公益的機能の発揮のため引き続き育成複層林として維持するこ

ととします。

天然生林のうち、下層植生等の状況から公益的機能の発揮のために継続的な維持・管理

が必要な森林については、更新補助作業により育成複層林に誘導することとします。

③ 快適環境形成機能、保健文化等機能維持増進森林の整備に関する指針

風や騒音等の防備や大気の浄化のために有効な森林の構成を維持するための施業（快適

環境形成機能）や、憩いと学びの場を提供する観点・美的景観に配慮した施業（保健文化

機能）を推進することとします。

育成単層林については、森林景観の創出等の観点から、間伐や帯状又は群状の小面積皆

伐による複層林施業を推進し育成複層林に誘導するか、又は立地条件に応じて広葉樹の生

育を促し、針広混交の育成複層林に誘導することとします。適正な伐区の形状・配置等に

より、伐採後の林分においてこれらの機能が確保できる森林は、長伐期施業（標準伐期の

おおむね 2 倍以上）を推進することとします。

育成複層林については、公益的機能の発揮のため引き続き育成複層林として維持するこ

とを基本します。

なお、地域独自の景観が求められる森林において、風致の優れた森林の維持又は造成の

ために特定の樹種の広葉樹を育成する森林施業を行うことが必要な森林については、特定

広葉樹育成施業を推進することとします。

④ ①～③に掲げる森林のうち伐採方法その他の施業の方法を特定する必要のある森林の

指定基準

1) 複層林施業を推進すべき森林

ａ 人家、農地、森林の土地又は道路その他の施設の保全のため伐採方法を定める必要

がある森林（山地災害防止等機能維持増進森林）地形、地質、土壌等の条件から、伐採方

法を特定しなければ土砂の崩壊若しくは流出、雪崩又は落石を引き起こし農地、森林の土

地又は道路その他の施設を損傷するおそれのある森林

ｂ 生活環境の保全及び形成のため伐採方法を定める必要がある森林（快適環境形成機

能維持増進森林）

都市近郊等に所在する森林であって郷土樹種を中心とした安定した林相をなしている森

林、市街地道路等と一体となって優れた景観美を構成する森林又は気象緩和、騒音防止等

の機能を発揮している森林

ｃ 自然環境の保全及び形成並びに保健・文化・教育的利用のため伐採の方法を定める

必要がある森林（保健文化等機能維持増進森林）

湖沼、瀑布等の景観と一体となって優れた自然美を構成する森林、森林美を有する森林
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で主要な眺望点から望見されるもの、ハイキング、キャンプ等の保健・文化・教育的利用

の場として特に利用されている森林又は希少な生物の保護のため必要な森林

2) 伐採面積の規模を縮小した皆伐を推進すべき森林

ａ 水質の保全又は水量の安定的確保のため伐採の方法を定める必要がある森林（水源

涵養機能維持増進森林）

地形、気象条件等から、裸地化の影響が大きく、伐採面積の縮小・分散を図る必要のあ

る森林

3) 土壌を改良する必要のある森林

せき悪林地等で、土壌の理化学性を改良するため、地表の保護に配慮しつつ、耕耘、有

機物及び欠乏養分の補給を行う必要のある森林

（２）木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域の基準及

び当該区域における森林施業の方法に関する指針

ア 区域の設定の基準

木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域については、

林木の生育が良好な森林で地形・地利等から効率的な森林施業が可能な森林の区域につい

て設定することとします。

なお、公益的機能別施業森林及び木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推

進すべき森林の区域は、重複を認めるものとし、それぞれの機能の発揮に支障が生じない

ように定めることとします。

イ 森林施業の方法に関する指針  

森林の公益的機能の発揮に留意しつつ、路網整備、森林施業の集約化・機械化等を通じ

た効率的な森林整備を推進することとし、多様な木材需要に応じた持続的・安定的な木材

等の生産が可能となる森林資源構成となるよう努めることとします。

なお、木材の生産機能の維持増進を図る森林における主伐時期については、木材等資源

の効率的な循環・利用を考慮して、長伐期化を含めた伐採時期の多様化を図るなど生産目

標に応じた林齢で伐採することとします。

（３）その他必要な事項

公益的機能別施業森林等の設定に当たっては、自然的社会的諸条件を総合的に勘案して、

森林所有者が受認し得る範囲内で定めることとします。

５ 林道等の開設その他林産物の搬出に関する事項

（１）林道等の開設及び改良に関する基本的な考え方

林道の開設及び改良については、第２の１に定める「森林の整備及び保全の目標」を達

成するため、路網の骨格としての林道や森林施業の効率的な実施に必要な林道について計

画的な整備を推進することとします。特に、平成 24 年 3 月に制定された「秋田県林内路網

の整備の促進に関する条例」基づき県が定める林道路網整備計画と市町村森林整備計画の

整合性に配慮することとします。
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長官通知）及び森林作業道作設指針（平成 22年 11月 17日林整整第 656号林野庁長官通知）

を基本とし、県が定める林業専用道取扱指針及び森林作業道作設指針に則り開設すること

とします。

（５）更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する森林の所在及びその搬出方法

制限林以外の森林であって、地形、地質、土壌等の関係から判断して搬出方法を特定し

なければ土砂の流出又は崩壊等を引き起こす恐れがあり、森林の更新に支障を生ずると認

められる森林を定めます。

この場合の搬出方法は、地表の損傷を極力避けるため、ウインチ等による集材を採用す

ることにより、重機械類の林内走行を極力控え、集材路等についても既存路網の使用を主

体に路網の新設を最小限にとどめるようにします。

（６）その他必要な事項

林道等路網の開設にあたっては、効率的な森林施業を確保するため、土場、作業施設そ

の他森林整備に必要な施設の整備と一体となって計画的に実施するものとします。

６ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他森林施業の合

理化に関する事項

森林の整備及び保全を着実に実施するため、計画区内の市町村、森林・林業、木材産業

等関係者の合意形成を図り、次の事項について、計画的かつ総合的に推進することとしま

す。

（１）森林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大に関する方針及び森林施業の共

同化に関する方針

森林所有者等への働きかけ、情報の提供などの普及啓発活動、地域協議会の開催を積極

的に行い、意欲ある森林所有者・森林組合・林業事業体への長期の施業等の委託を進める

とともに、林業経営の委託への転換を目指すものとします。その際、長期の施業等の委託

が円滑に進むよう、施業内容やコストを明示した提案型施業の普及及び定着を促進するも

のとします。特に、小規模な森林所有者や不在村森林所有者等の適正な森林施業を促進す

るため、長期的な森林施業の受委託を促進するものとします。

また、市町村及び森林組合等による普及啓発活動の促進等を通じて、森林施業の共同実

施、作業路網の維持運営等を内容とする施業実施協定の締結等により、森林所有者等の共

同による施業の確実な実施を推進するものとします。併せて、今後、間伐等の適切な整備

及び保全を推進するための条件整備として、境界の明確化など森林管理の適正化を図るも

のとします。

さらに、効率的な森林整備や路網整備のため、民有林と国有林が連携して取り組む森林

施業の共同化のための団地設定を促進することとします。

（２）林業に従事する者の養成及び確保に関する方針
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林業従事者の養成・確保のため、新たな研修機関である「秋田林業大学校」を活用した

高い技術と知識を持った林業就業者の育成とキャリア形成支援、並びに森林組合等の林業

事業体における雇用関係の明確化、雇用の安定化、他産業並みの労働条件の確保及び事業

量の安定確保など雇用条件の改善に努めるものとします。

また、林業労働従事者の確保においては、秋田県林業労働対策基金等の有効活用を図り、

就労環境の整備や就労条件の改善により雇用の定着を促進する必要があります。

森林組合を中心とする林業事業体を育成するためには、地域が一体となって安定的事業

量の確保に努めるとともに、経営の多角化、協業化等による組織・経営基盤の強化等を促

進するなど体質強化を図るものとします。

また、林業労働力確保支援センターや流域林業活性化センター等との連携により各種制

度を活用し、労働条件の改善や新しい生産・作業システムの導入を促進します。

（３）作業システムの高度化に資する林業機械の導入の促進に関する方針

林業生産性の向上、労働生産性の向上及び労働強度の軽減をはかるほか、労働環境の快

適性、若年者の定着促進を図るため、ハーベスタ、プロセッサ、スイングヤーダ等の高性

能林業機械による安全で効率的な作業システムの普及及び定着を図ることとします。

導入に当たっては、現地の作業条件に応じた作業システムを効率的に展開できる技術者

を養成するとともに、より効率的な作業が展開できる林道、作業道等の路網整備を推進す

るものとします。

（４）林産物の利用促進のための施設の整備に関する方針

森林所有者、素材生産者等の関係者が一体となって需要見込みに応じた計画的な素材生

産を進めるとともに、需要者ニーズに応じた仕分け、はい積みなどの徹底、情報化による

取引先とのネットワーク強化や山元から工場への直送システムの構築など効率的な供給体

制を整備するものとします。

また、木材・木製品の高付加価値化を図るとともに、流通・加工コストの低減や供給ロ

ット拡大を通じ、需要者ニーズに即した品質及び性能の明確な木材製品を安定的に供給し

得る体制整備を図るものとします。

一方、木材の利用促進については、地域の木材加工・流通業者と建築設計業者のグルー

プ化を推進し住宅や公共建築物への製品の利用拡大を図るとともに、公共土木事業におい

て間伐材を中心とした木質資材の活用を推進するものとします。

ア 木材流通の合理化

当計画区には４原木市場が点在し、スギ素材の市場経由率も高くなっています。しかし、

１市場あたりの原木取扱量は小規模で原木価格が低迷する中、需要者ニーズに応じた仕分

け、はい積みなどの徹底、情報化による取引先とのネットワーク強化や山元から工場への

直送システムの構築など、効率的な市場運営の機能強化が求められています。

イ 生産体制の整備と利用の促進

当計画区内の製材工場は一次製材加工が大半を占めていますが、全国的な在来軸組工法
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プレカット化が進む中で、同計画区内ではプレカット専門工場が２工場稼働しています。

今後も二次製材加工化の促進を図るとともに、間伐材や一般材の生産増加に対処するため

の量産工場の育成が求められています。一方、地域の木材加工・流通業者と建築設計業者

のグループ化を推進し、住宅や公共建築物への製品の利用拡大を図るとともに、公共土木

事業において間伐材を中心とした木質資材の活用を推進する必要があります。

ウ 関係者の合意形成

雄物川流域林業活性化センターを中心となり平成２３年に策定した「雄物川流域森林・

林業アクションプランⅡ」に基づき、川上から川下までの林業・木材産業が一体となって

の合意形成に努め、工業製品としての条件を備えた、付加価値の高い木材・木製品を安定

的に供給できる基地づくりを目指します。

（５）その他必要な事項

新規就労者の確保、定着を図るため、UＪI ターン者をはじめ就業希望者を対象とした技

能、技術の取得のための研修会等を実施するなど、（財）秋田県林業労働対策基金等の林業

関係団体と連携し、新規就労の円滑化を図るものとします。

第４ 森林の保全に関する事項

１ 森林の土地の保全に関する事項

（１）樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に特に留意すべき森林の地区

森林施業及び土地の形質の変更に当たって水資源の涵養、土砂の流出、崩壊防止上特に

林地の保全に留意すべき森林を地形、地質、土壌、気象その他の条件を総合的に勘案して

次のとおり定めます。

（２）森林の土地の保全のため林産物の搬出方法を特定する必要のある森林及びその搬出

方法

該当なし

（３）土地の形質の変更に当たって留意すべき事項

土地の形質の変更に当たっては、調和のとれた快適な地域環境を推進する観点に立って

森林の適正な保全と利用との調和に留意することとします。

区　分 面　　積
総数 42,059

秋田市 4,251 １．保安林等制限林
大仙市 2,975 　制限林については、制限林の施業方法によるものとす
仙北市 5,131 る。
美郷町 553
横手市 11,534 ２．その他の地域
湯沢市 11,276   森林内の地表や土壌の攪乱及び林床の破壊防止に留意
羽後町 2,819 するものとする。

東成瀬村 3,520
注）森林の地区は参考資料２（５）の制限林の種類別面積と同一です。

留意すべき事項
単位:ha
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また、土砂の流出又は崩壊、水害の発生を防止し、又は地域における水源の確保、環境

の保全を図るため、その態様等に応じ、法面の緑化、土留工等の防災施設、貯水池等の設

置及び環境保全のための森林の配置等適切な措置を講ずることとします。

（４）その他必要な事項

土砂の流出や崩壊の恐れがある地域については、樹根等による土壌保全機能を高めるた

め、複層林施業や長伐期施業を推進することとします。

２ 保安施設に関する事項

（１）保安林の整備に関する方針

森林に関する自然的条件や社会的要請、保安林の配備状況等を踏まえ、水源の涵養、災

害の防備、保健・風致の保存等の目的を達成するため保安林として指定する必要がある森

林について、計画的に配備するとともに、必要に応じて指定施業要件を見直し、その保全

を確保することとします。

（２）保安施設地区に関する方針

  該当なし

（３）治山事業に関する方針

地域住民の安全・安心を確保するため、また、災害に強い地域づくりや水源地域の機能

強化を図るため、治山施設の整備を計画的に推進することとします。

（４）特定保安林の整備に関する事項

保安林の指定目的に即して機能していない森林については、特定保安林として指定し、

間伐等の必要な施業等を積極的かつ計画的に推進して、当該目的に即した機能の確保を図

ることとします。特に、造林、保育、伐採その他施業を早急に実施する必要があると認め

られる森林については、要整備森林とし、森林の現況に応じて、必要な施業の方法及び時

期を明らかにした上で、その実施の確保を図ることとします。

（５）その他必要な事項

保安林の適切な管理を確保するため、地域住民、関係市町村等の協力・参加が得られる

よう努めるとともに、保安林台帳の調整等、標識の設置、巡視・指導の徹底等を適正に行

うこととします。

３ 森林の保護に関する事項

（１）森林病害虫等の被害対策の方針

森林の病害虫の駆除及び防除については、適切な間伐等の実施、保護樹帯の設置、広葉

樹林や針広混交の育成複層林の造成等行うとともに、日常の管理を通じて防除対策の充実

に努めることとします。

特に、松くい虫による被害については、被害抑制のため健全な松林の整備と防除対策の



重点化等地域

跡地の

します

け、ボランティア

また

べきナラ

利活用

（２）

野生鳥獣

獣との

なお

でニホンジカに

（３）

山火事等

ロール

ます。

に実施

21 条

（４）

特になし

重点化等地域や被害程度

の復旧及び将来

します。この実施

ボランティア

また、ナラ枯れ

べきナラ林を特定

利活用を促進し、

）鳥獣による

野生鳥獣による

との共存に配慮

なお、ニホンジカについては

でニホンジカに関

）林野火災の

山火事等の森林被害

ロール等を適宜実施

。また、病害虫

実施するものとし

条の規程に基

）その他必要

になし

被害程度に応

将来的には抵抗性

実施に当たっては

ボランティア等との協働

れ被害については

特定し、被害対策

、ナラ枯れに

による森林被害対策

による森林被害対策

配慮した森林整備及

ニホンジカについては

関する情報収集

の予防の方針

森林被害を未然

適宜実施するなど

病害虫の駆除のための

するものとし、実施区域

基づく市町村長

他必要な事項

松くい虫被害

応じた被害対策

抵抗性を有するマツ

たっては、地域住民

協働により対策

については、徹底

被害対策を推進します

れに強い若い森林

森林被害対策の方針

森林被害対策について

森林整備及び保全

ニホンジカについては県内各地

情報収集と共有化

方針

未然に防止するため

するなど、関係者が

のための火入

実施区域や方法、

市町村長による許可

虫被害の防除（

29

被害対策を進めるとともに

するマツ又は

地域住民の憩いの

対策を推進することとします

徹底した監視を

します。その

森林に更新するよう

については、鳥獣保護管理施策等

保全を図ることとします

県内各地で目撃が報告

共有化を図ることとしています

するため、林内歩道等

が一体となり

火入れは、薬剤

、消火体制などを

許可を受けて行

（左：空中散布

めるとともに、

は他樹種への

いの場でもある

することとします

を行うとともに

その他のナラ林

するよう普及啓発

鳥獣保護管理施策等

ることとします。

報告されていることから

ることとしています

林内歩道等の整備

となり、巡視・啓発活動

薬剤による駆除

などを関係機関

行うものとします

  

空中散布、右：地上散布

、被害の状況等

への計画的な転換

でもある海岸松林の

することとします。

うとともに、市町村

林については

普及啓発を行います

鳥獣保護管理施策等との連携

。

されていることから

ることとしています。

整備を図りつつ

啓発活動を推進

駆除などの他の

関係機関と協議のうえ

うものとします。

地上散布）

状況等に応じ、

転換を図ることと

の保全・再生

市町村と連携し保全

については、資源としての

います。

連携を図り、野生鳥

されていることから、関係行政機関

りつつ、山火事

推進することとし

の方法がない

のうえ、森林法第

、被害

ることと

再生に向

保全す

としての

野生鳥

関係行政機関

山火事パト

することとし

がない場合

森林法第



30

第５ 保健機能森林の区域の基準その他保健機能森林の整備に関する事項

保健機能森林は、森林の有する保健機能や文化機能を高度に発揮させるための森林の施

業及び公衆の利用に供する施設の整備の一体的な推進により、森林の保健機能の増進を図

るべき森林です。市町村森林整備計画で定める「森林の保健機能の増進に関する事項」に

ついての指針は、次のとおりとします。

１ 保健機能森林の区域の基準

保健機能森林は、湖沼、渓谷等と一体となって優れた自然美を構成している森林等保健

機能の高い森林のうち、自然環境の保全に配慮しつつ、その森林の存する地域の実情、そ

の森林の利用者の動向等から見て、森林の保健増進を図るため整備することが適当であり、

かつ、その森林施業の担い手が存在するとともに、森林保健施設の整備が行われる見込み

のある森林について設定することとします。

２ その他保健機能森林の整備に関する事項

（１）保健機能森林の区域内の森林における施業の方法に関する指針

保健機能森林の施業については、森林保健機能の増進を図るとともに、施設の設置に伴

う森林の有する水源の涵養、国土保全等の機能の低下を補完するため、自然環境の保全及

び森林の有する諸機能の保全に配慮しつつ、複層林施業及び広葉樹林の育成など多様な施

業を森林の特色を踏まえて実施することとします。

（２）保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する指針

施設整備に当たっては、自然環境の保全、国土の保全及び文化財の保護に配慮するとと

もに、地域の実情、利用者の意向等を踏まえ整備することとします。

（３） その他必要な事項

保健機能森林の管理運営に当たっては、自然環境の保全に配慮しつつ、森林の保全と両

立した森林の保健機能の増進が図られるよう、地域の実情、利用者の動向を踏まえて、森

林及び施設の円滑な管理、防火体制、防火施設の整備並びに利用者の安全及び交通の安全

確保に留意することとします。
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第６ 計画量等

１ 伐採立木材積

  伐採立木材積については、次のとおりとします。

２ 間伐面積

  間伐面積については、次のとおりとします。

単位： 千m3

間伐

総数 針葉樹 広葉樹 総数 針葉樹 広葉樹 針葉樹

5,150 4,550 600 2,900 2,300 600 2,250

2,450 2,150 300 1,450 1,150 300 1,000

2,700 2,400 300 1,450 1,150 300 1,250

993 877 116 559 443 116 434

941 831 110 530 420 110 411

687 607 80 387 307 80 300

83 73 10 47 37 10 36

968 855 113 545 432 113 423

880 778 103 496 393 103 385

375 331 44 211 168 44 164

224 197 26 126 100 26 98

湯　　沢　　市

羽　　後　　町

東　成　瀬　村

主　　伐

総　　数

前　　期

後　　期

市
町
村
別
内
訳

総　　数
区　　分

美　　郷　　町

横　　手　　市

秋  　田　  市

大 　 仙　  市

仙　　北　　市

単位：ha

市
町
村
別
内
訳

秋  　田　  市

大 　 仙　  市

仙　　北　　市

美　　郷　　町

横　　手　　市

湯　　沢　　市

羽　　後　　町

東　成　瀬　村

間伐面積区　　分

23,000

11,500

11,500

総　　数

前　　期

後　　期

3,931

1,676

998

4,434

4,201

3,067

369

4,323
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３ 人工造林及び天然更新別の造林面積

人工造林及び天然更新別の造林面積については、次のとおりとします。

単位：ha

670

399

1,680

1,227

148

1,729

1,572

総数

9,200

3,450

5,750

1,774

291 379

174 226

区　　分

64 84

752 977

684 889

771 1,003

731 950

533 694

人工造林 天然更新

4,000 5,200

後　　期

総　　数

前　　期 1,200 2,250

2,800 2,950

市
町
村
別
内
訳

秋  　田　  市

大 　 仙　  市

仙　　北　　市

美　　郷　　町

横　　手　　市

湯　　沢　　市

羽　　後　　町

東　成　瀬　村

高校生による植樹活動
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４ 林道の開設又は拡張に関する計画

（１） 市町村別内訳表

林道の開設又は拡張に関する計画については、次のとおりとします。

単位（延長：㎞、面積：ha）

開　　　　設 拡　　　　張

区　　分 路線数 延　長 利用面積 改　良 舗　装 備　考

箇所数 路線数 延　長

総　数 188 631.0 38,566 76 46 145.7

前　期 96 328.3 20,830 35 35 122.8

後　期 92 302.7 17,736 41 11 22.9

秋田市 31 96.0 6,205 11 5 16.0

大仙市 27 79.6 3,812 17 8 36.1

仙北市 35 115.2 8,559 19 10 17.4

美郷町 2 10.2 304

横手市 47 187.71 10,553 2 2 5.1

湯沢市 37 113.6 7,549 21 12 46.6

羽後町 4 10.9 376 3 3 9.2

東成瀬村 5 17.8 1,208 3 6 15.3

合　計 188 631.0 38,566 76 46 145.7

注） 前期の路線数及び利用面積には、前期・後期にまたがる路線も含む。

林道等路網の整備
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（２） 箇所別内訳表（開設/新設・改築）

単位（延長：㎞、面積：ha）

種　類 (区分） 路 線 名 （延長） 備　　考

旧市町村名

自動車道 秋田市 秋田市 新山三内 1.2 1,121 ○ 一部改築

小山田 2.5 93 ○

貝の沢 1.4 113 ○

林業専用道 湯の里道川 5.0 153 ○

啌市 4.5 256

新山 6.4 270

小山田 1.1 65

豊巻 2.1 53

杉沢 1.5 78

山谷畑 1.2 280

羽川 2.1 120

地主 1.3 310

下浜長浜 1.6 150

上皿見内 3.5 430

河辺町 新山沢 1.5 151 ○

鎌倉 1.5 119 ○

唯鳩沢 1.9 113 ○

宇利沢 2.4 165

内沢 3.0 113

会沢 2.5 65

みさご沢 2.3 64

鳥越 3.6 126

松木沢 3.5 210

御倉岩 3.0 175

大滝沢 3.8 125

新川上田表 4.5 215

四国 3.5 175

林業専用道 雄和町 萱ヶ沢第一 7.0 261 ○

林業専用道 萱ヶ沢第二 6.0 286 ○

大柳 2.6 100 ○

大沢 8.0 250

小計 31 96.0 6,205 10

大仙市 大曲市 仁応寺 0.5 210 ○

熊沢 2.2 80

深沢 2.0 170

地蔵田 2.2 110

熊沢石持 3.3 130

中山荒山台 2.6 87

位　置(市町村） (利用区域面

積）

前半５カ年

の計画箇所

図面
番号
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自動車道 林業専用道 大仙市 西仙北町 畑の沢青平 3.1 107 ○

林業専用道 中沢中長根 3.5 86 ○

大佐沢 4.0 277

滝尻沢 2.1 159

小西又沢 2.3 81

上田の沢 2.6 87

前田面 2.8 134

源四郎沢 2.0 107

石仏沢 2.0 117

明光沢岳 2.5 125

正手沢 3.5 250

外堤 3.0 155

中仙町 栗沢・大神成 1.4 92 ○

協和町 芹沢 1.5 86 ○

樺坂 2.0 114 ○

前沢 8.5 538 ○

林業専用道 向築茂 8.0 181 ○

七袋 1.5 50 ○

林業専用道 太田町 真木根堀 3.0 95 ○

林業専用道 南外村 矢向 5.0 119 ○

林業専用道 北田山田ヶ沢 2.5 65 ○

小計 27 79.6 3,812 12

仙北市 角館町 内沢入角山 6.5 307 ○

西長野・相沢 6.5 1,040 ○

角館山沢 7.5 1,238 ○

林業専用道 古寺 7.5 167 ○

熊堂・野田 4.6 81 ○

田沢湖町 谷地ノ沢 5.0 267 ○

林業専用道 鹿の作 4.5 123 ○

林業専用道 沢口 1.5 117 ○

日影 1.5 143 ○

おばこ沢 1.5 96 ○

大和田 1.8 95

町田 2.2 248

田向 3.5 148

滝ノ沢 2.1 78

岡崎 2.0 85

大森山 5.5 440

笹森山 3.5 245

向小和瀬 2.5 150

宝仙台 2.0 81

金堀沢 2.0 95
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自動車道 西木村 ビンザ森 11.0 1,110 ○

二神山 2.1 158 ○

六郷沢 2.2 269 ○

大浦大石 3.3 390 ○

長沢２号 1.2 59 ○

沢口 2.5 117 ○

福坂 1.4 234 ○

梨子木台 1.0 73 ○

大羅迦内支 2.0 80 ○

上大沢 2.0 160

岩の目沢 4.5 241

黒沢 2.0 110

木田 1.8 106

潟尻 2.5 150

上浦支内沢 2.0 58

小計 35 115.2 8,559 19

美郷町 六郷町 潟尻・竜川 0.5 83 ○

林業専用道 千畑町 浪花 9.7 221 ○

小計 2 10.2 304 2

林業専用道 横手市 横手市 金沢 8.2 185 ○

林業専用道 前郷 8.0 110 ○

無沢 3.2 368

中沼 9.4 225

上板ヶ沢 3.0 159

大屋沢 4.5 186

回立 2.0 186

柳沢 3.0 192

滝の沢支線 2.5 105

漆原 2.0 162

増田町 小栗山 2.6 182 ○

菅生沢 0.7 102 ○

与三畑 2.5 178

武道支線 2.0 189

堂ヶ沢 2.0 197

味ヶ沢 3.5 165

吉家沢 2.5 193

荒治郎沢 2.0 192

林業専用道 雄物川町 北ノ沢 3.2 203 ○

地竹沢 1.5 419 ○

東ノ沢 3.0 306

西ノ沢 3.8 215

小野田 3.3 191
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自動車道 大森町 黒沢 1.8 87 ○

六盃堀戸 0.5 438 ○

林業専用道 坂部 9.1 126 ○

林業専用道 前田 8.0 168 ○

林業専用道 真山石高 5.2 208

林業専用道 山内村 南郷 13.7 245 ○

林業専用道 黒沼 5.4 115 ○

焼山 1.3 17 ○

林業専用道 上屋敷 3.7 120 ○

林業専用道 赤倉沢 4.8 210 ○

林業専用道 黒沢 5.7 204 ○

林業専用道 外山 4.2 124 ○

大倉沢 1.5 30 ○

金山 3.5 841 ○

南俣沢 10.0 700

矢萩沢 7.1 618

赤水沢 4.0 398

ワサビ 3.0 331

林業専用道 カラムシ 4.0 299 ○

沢田 3.0 213

文内山 4.4 206

甲 3.8 192

林業専用道 叔父台 0.8 20 ○

林業専用道 南郷支線 0.8 33

小計 47 187.7 10,553 21

湯沢市 湯沢市 石塚 1.8 304 ○

大荒沢 1.2 109 ○

御獄 1.3 127 ○

山谷 1.6 279 ○

林業専用道 須川・高松 5.0 260 ○

七十刈 1.6 404 ○

関口相川 5.5 498

山谷杉沢 2.5 213

戸石崎 2.2 126

大荒沢 2.2 154

八幡山 2.0 145

カクルミ 2.8 143

落 3.5 138

山居沢 4.5 197

吉ヶ沢 4.5 189

三途川 3.4 213
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自動車道 林業専用道 稲川町 平場 2.4 254 ○

林業専用道 玉ヶ沢 3.0 106 ○

萱又 0.9 118 ○

大小沢 0.8 174 ○

下宿 0.6 65 ○

林業専用道 雄勝町 中ノ沢 3.0 138 ○

林業専用道 大沢・熊ノ沢 5.0 282 ○

綴子沢 2.6 158 ○

南の沢 1.8 165 ○

三ツ村 8.6 205

東沢 6.1 428

小沢 8.0 200

川井 2.6 80 ○

皆瀬村 小安沢 3.7 802 ○

貝沼若畑 1.9 44 ○

白沢 0.8 84 ○ 起点

畑等 5.0 325

林業専用道 黒森 4.8 181 ○

林業専用道 上生内 0.5 30 ○

林業専用道 松森 2.9 106 ○

林業専用道 栩場 3.0 105 ○

小計 37 113.6 7,549 23

羽後町 中の沢 2.0 133 ○

仙道沢 2.6 129 ○

林業専用道 風谷山 4.4 83 ○

林業専用道 上乙泉 1.9 31 ○

小計 4 10.9 376 4

自動車道 東成瀬村 砥沢 2.2 425 ○

林業専用道 鳥谷沢 6.0 360 ○

林業専用道 大深沢 3.6 189 ○

林業専用道 柳沢 3.0 151 ○

林業専用道 土ヨロ 3.0 83 ○

小計 5 17.8 1,208 5

188 631.01 38,566 96 0

注） １　終点側の林道は路線数として数えない。

２　前期欄に「○」がある路線は、前期又は前期・後期にまたがる路線である。
３　区分に記載のない路線は林道

合　　　計
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（２） 箇所別内訳表（拡張／改良）

種　類 (区分） 路 線 名 備　考

旧市町村名

自動車道 秋田市 秋田市 国見山 1 ○

道川 1 ○

湯の里 1 ○

黒川 1 ○

無知志沢 1 ○

河辺町 福田 1

小出沢 4

丸舞 1 ○

小計 8 11 6

大仙市 西仙北町 杉山沢 1

諏訪山 5

椿沢 1

中仙町 小滝支 1 ○

協和町 板井沢 3

沢内水沢 1 ○

石森 1 ○

出羽湯の沢 1

南外村 六郷沢 1 ○

上荒沢 2 ○

小計 10 17 5

仙北市 角館町 堤沢 1

長坂 1

山崎 1

鬼壁 2

野田 1

田沢湖町 黒沢野 2

手倉野 4 ○

西木村 坂本 1 ○

比内沢 1 ○

堀内 1 ○

小滝 1 ○

土熊沢 1

渋谷沢 1

篠路支 1 ○

小計 14 19 6

横手市 雄物川町 外稗作 1 ○

山内村 大穴峠 1

小計 2 2 1

位　 置(市町村） 改　良

箇所数

前半５カ年の計

画箇所

図面

番号
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自動車道 湯沢市 湯沢市 若畑中新田 2 皆瀬村と同じ

東角 3

中山 1

杉沢 1

山院 3 ○

稲川町 国見 1 ○

雄勝町 登川山の田 4 ○

皆瀬村 若畑中新田 4 湯沢市と同じ

稗田沢 2 ○

小計 9 21 4

羽後町 登河 2 ○

登川山の田 1 ○

小計 2 3 2

東成瀬村 大日向 3

小計 1 3 0

46 76 24

注） 前期欄に「○」がある路線は、前期又は前期・後期にまたがる路線である。

合　　　計
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（２） 箇所別内訳表（拡張／舗装）

単位（延長：㎞）

種　類 (区分） 路 線 名 延　長 備　　考

旧市町村名

自動車道 秋田市 秋田市 楢田 3.0 ○

黒川 1.7 ○

道川 1.5 ○

青長根桧沢 8.7 ○

河辺町 丸舞 1.1

小計 5 16.0 4

大仙市 協和町 峰吉川 12.9 ○

沢内水沢 10.0

滝ノ沢 0.5

第２滝ノ沢 3.5

南外村 松木沢 4.5 ○

水沢々 0.5

木直沢 0.8 ○

上荒沢 3.4 ○

小計 8 36.1 4

仙北市 角館町 大沼 2.5 ○

野田 1.0

田中月見堂 1.3

西沢一ツ森 1.6

高野 4.0 ○

田沢湖町 高野 1.5 ○

西木村 上荒井 0.8 ○

菅谷 0.8 ○

小波内 0.5 ○

小比内沢 3.4 ○

小計 10 17.4 7

横手市 雄物川町 鍛冶台 4.6 ○

内野沢 0.5 ○

小計 2 5.1 2

湯沢市 湯沢市 湯沢城趾 2.3

杉沢 0.6

川前 5.4 ○

山院 11.6 ○

大台 2.7 ○

蓮台寺 6.3 ○

芦ヶ沢 3.2 ○

稲川町 久保山戸波 1.4 ○

雄勝町 登川山の田 5.0 ○

第２大清水 5.5 ○

位　置(市町村） 前半５カ年の
計画箇所

図年
番号
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自動車道 湯沢市 皆瀬村 沖の沢火石田 0.5

若畑中新田 2.1 ○

小計 12 46.6 9

羽後町 登川山の田 3.0 ○

太平山 2.3 ○

鍛冶台 3.9 ○

小計 3 9.2 3

東成瀬村 豊ケ沢 1.2 ○

白滝 2.0 ○

肴沢 2.6 ○

大日向 2.9 ○

大沢滝ノ下 3.9 ○

狙半内 2.7 ○

小計 6 15.3 6

合　　　計 46 145.7 35

注） 前期欄に「○」がある路線は、前期又は前期・後期にまたがる路線である。
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５ 保安林の整備及び治山事業に関する計画

（１）保安林として管理すべき森林の種類別面積等

ア 保安林として管理すべき森林の種類別の計画末期面積を次のとおり定めます。  

イ 計画期間内において保安林の指定又は解除を相当とする森林の種類別の所在及び面

積を次のとおり定めます。

単位：ｈａ

備　　考

注１　総数欄は、２以上の目的を達するために指定される保安林があるため、水源かん養のため

　　　の保安林等の内訳の合計に一致しないことがある。

保安林の種類 面　　積

総数（実面積） 40,500

保健、風致の保存等のための保安林 1,550

水源かん養のための保安林 27,400

災害防備のための保安林 13,000

    単位　面積：ha
指 定 面　　積
解 除 別 市町村 旧市町村名 区域 ha
指   定 水源かん養 秋田市 秋田市 太平山谷 水源のかん養

金足黒川
河辺町 河辺神内

河辺和田
河辺北野田高屋
河辺岩見

雄和町 雄和種沢
雄和女米木

大仙市 西仙北町 円行寺
大沢郷宿
刈和野
土川

中仙町 豊岡
協和町 協和荒川

協和稲沢
協和峰吉川
協和船岡
協和上淀川

太田町 太田町太田
南外村 中荒川

松木沢
南外
坊田黒沢
南外外小友
巣ノ沢

仙北市 角館町 角館町白岩広久内
角館町白岩

田沢湖町 田沢湖玉川
田沢湖卒田
田沢湖生保内

西木村 西木町桧木内
西木町小山田
西木町上桧木内
西木町西明寺

美郷町 千畑町 千屋
黒沢

指定又は解除を必要とする理由種　　類
森林の所在
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指   定 水源かん養 横手市 横手市 睦成 水源のかん養
金沢

増田町 増田町吉野
増田町戸波
増田町狙半内

平鹿町 平鹿町醍醐

雄物川町 雄物川町二井山
雄物川町大沢

大森町 大森町八沢木
大森町猿田
大森町上溝
大森町坂部

山内村 山内大松川
山内黒沢
山内南郷
山内平野沢
山内土渕

湯沢市 湯沢市 関口
松岡
宇留院内
石塚
上関

雄勝町 下院内
上院内
秋ノ宮
桑崎

皆瀬村 畑等
羽後町 中仙道

上仙道
下仙道
軽井沢
飯沢
田代

東成瀬村 椿川
田子内 1,636

    単位　面積：ha
指 定 面　　積
解 除 別 市町村 旧市町村名 区域 ha
指   定 災害防備 秋田市 秋田市 下北手宝川 土砂流出の防備

太平中関 土砂崩壊の防備
下浜名ヶ沢 飛砂の防備
仁別 防風の防備
下浜八田 干害の防備
上北手猿田 なだれ等の防備
下北手通沢
上新城道川
下新城小友
添川
豊岩豊川
上新城中

河辺町 河辺神内
河辺三内
河辺岩見

雄和町 雄和女米木
雄和平尾鳥
雄和相川

種　　類
森林の所在

指定又は解除を必要とする理由
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指   定 災害防備 秋田市 雄和町 雄和萱ヶ沢 土砂流出の防備
雄和下黒瀬 土砂崩壊の防備
雄和左手子 飛砂の防備
雄和種沢 防風の防備

大仙市 大曲市 内小友 干害の防備
花館 なだれ等の防備

西仙北町 大沢郷宿
土川
高城
正手沢
大沢郷寺
刈和野

協和町 協和荒川
協和船岡
協和中淀川
協和境
協和峰吉川

太田町 太田町太田
南外村 南外

南外外小友
仙北市 角館町 角館町雲然

角館町白岩
田沢湖町 田沢湖生保内

田沢湖玉川
田沢湖田沢
田沢湖梅沢

西木村 西木町上桧木内
西木町西明寺
西木町桧木内

美郷町 千畑町 千屋
金沢東根

横手市 横手市 金沢
睦成

増田町 増田町増田
増田町亀田
増田町戸波

平鹿町 平鹿町醍醐

雄物川町 雄物川町大沢
雄物川町二井山

大森町 大森町八沢木
大森町
大森町上溝
大森町坂部
大森町猿田
大森町坂井田

山内村 山内大松川
山内土淵
山内小松川
山内平野沢
山内筏
山内南郷

湯沢市 湯沢市 高松
関口

稲川町 稲庭町
駒形町（八面）
駒形町（東福寺）

稲川町 川連町（川連）
三梨町（三梨）
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指   定 災害防備 湯沢市 雄勝町 下院内 土砂流出の防備
上院内 土砂崩壊の防備
秋ノ宮 飛砂の防備
泉沢 防風の防備
小野 干害の防備

皆瀬村 皆瀬（畑等） なだれ等の防備
皆瀬（川向）

羽後町 中仙道
下仙道
上仙道
西馬音内堀廻
田代
軽井沢
飯沢
水沢

東成瀬村 椿川
岩井川
田子内 1,372

    単位　面積：ha
指 定 面　　積
解 除 別 市町村 旧市町村名 区域 ha

秋田市 河辺町 河辺岩見
大仙市 中仙町 長野（八乙女山） 保健休養機能の増進

太田町 太田町太田 風致の保全
仙北市 西木村 西木町西明寺
美郷町 千畑町 金沢東根
横手市 大森町 大森町八沢木

山内村 山内土淵
湯沢市 雄勝町 小野

稲川町 駒形町（八面）
稲庭町

東成瀬村 椿川 90
合　計 3,087

指   定 保　　健

指定又は解除を必要とする理由種　　類
森林の所在
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（２）保安施設地区として指定することを相当とする土地の所在及び面積等

該当なし

    単位　面積：ha
指 定 面　　積
解 除 別 ha
解　　除 水源かん養 秋田市、仙北市、横手市、湯沢市

8 公益上の理由

災害防備 秋田市、大仙市、仙北市、横手市 指定理由の消滅による

東成瀬村 9
保　　健 秋田市 4

合　計 21

　ウ　計画期間内において指定施業要件の整備を相当とする森林の面積
単位：ha

伐採方法の 皆伐面積の 択伐率の 植栽の

変更面積 変更面積 変更面積 変更面積

水源かん養 0 100 560 460

災害防備 0 40 240 200

保健・風致 0 10 40 20

種　　類
森林の所在

変更面積

市  町  村（旧市町村）

種　　類
指定施業要件の整備区分

40

間伐率の

560
240

指定又は解除を必要とする理由
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（３）実施すべき治山事業の数量

単位　　地区

主　な　工　種

秋田市 秋田市 新屋 2 2 本数調整伐・植栽工
浜田 2 2 本数調整伐
飯島 2 1 本数調整伐・植栽工
添川 1 1 山腹工
下浜羽川 1 1 本数調整伐
下浜名ケ沢 1 1 山腹工
下浜長浜 2 1 本数調整伐
下浜桂根 1 1 本数調整伐
仁別 1 渓間工
下新城 2 1 山腹工
上新城 1 1 渓間工
下北手 1 山腹工

河辺町 神内 1 渓間工
岩見 3 2 渓間工
三内 2 1 渓間工

雄和町 女米木 2 渓間工
平尾鳥 1 1 渓間工
神ヶ村 1 山腹工
萱ケ沢 2 1 山腹工
相川 2 渓間工
種沢 2 1 渓間工
左手子 1 渓間工
繋 1 渓間工
碇田 1 1 山腹工

大仙市 神岡町 神宮寺 1 渓間工
西仙北町 刈和野 1 1 山腹工

大沢郷 2 1 山腹工
土川 2 1 本数調整伐
正手沢 1 1 山腹工

中仙町 長野 1 1 本数調整伐
協和町 荒川 2 1 渓間工

峰吉川 2 1 山腹工
協和境 1 山腹工
上淀川 1 1 山腹工

南外村 南外 4 1 渓間工
太田町 太田 1 本数調整伐

仙北市 角館町 白岩広久内 2 1 渓間工
白岩 1 1 渓間工
八割 1 山腹工
下延 1 山腹工

田沢湖町 生保内 6 3 渓間工

田沢 2 1 渓間工

玉川 2 1 渓間工
神代 1 1 渓間工
梅沢 2 1 渓間工
梅内 1 1 渓間工

西木村 西明寺 2 1 山腹工
上桧木内 4 2 渓間工
桧木内 4 2 渓間工

美郷町 六郷町 六郷東根 2 1 渓間工
千畑町 金沢東根 1 1 本数調整伐

千屋 1 1 渓間工
黒沢 1 渓間工

横手市 横手市 金沢 1 1 渓間工
杉沢 2 1 本数調整伐
睦成 3 2 渓間工・本数調整伐
大屋寺内 1 本数調整伐

横手市 増田町 狙半内 2 1 渓間工
亀田 1 本数調整伐
吉野 2 渓間工

前半５カ年の計画
備　考

森林の所在 治山事業施行地区数

市町村 旧市町村 区　域
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主　な　工　種

横手市 平鹿町 醍醐 1 渓間工
雄物川町 大沢 2 2 渓間工・本数調整伐

二井山 1 1 渓間工
八沢木 1 1 渓間工

大森町 坂部 1 1 渓間工
上溝 1 1 山腹工
八沢木 6 3 渓間工
猿田 1 山腹工

山内村 土淵 1 1 本数調整伐
平野沢 2 1 本数調整伐
大松川 5 3 渓間工
小松川 2 1 渓間工
南郷 3 1 渓間工
三又 4 2 本数調整伐
黒沢 4 1 本数調整伐
筏 1 2 本数調整伐

湯沢市 湯沢市 松岡 3 1 本数調整伐
山田 4 1 渓間工
関口 3 1 渓間工
高松 4 2 渓間工
字柵内沢川 2 2 山腹工
酒蒔 3 3 山腹工
石塚 1 1 本数調整伐

稲川町 東福寺 2 1 本数調整伐
宮田 1 1 山腹工
三梨 2 1 渓間工
稲庭 1 1 渓間工
駒形 1 1 山腹工

雄勝町 泉沢 1 1 山腹工
小野 2 1 渓間工
上院内 4 3 渓間工
下院内 3 3 渓間工
秋ノ宮 5 4 渓間工

皆瀬村 畑等 5 3 渓間工・本数調整伐・山腹工

川向 4 2 渓間工
羽後町 軽井沢 1 1 渓間工

上到米 1 1 山腹工
水沢 1 本数調整伐
田代 4 2 渓間工
中仙道 2 1 渓間工
上仙道 1 1 渓間工
飯沢 1 1 渓間工・本数調整伐
西馬音内堀廻 1 1 渓間工、山腹工、本数調整伐等

東成瀬村 岩井川 5 3 渓間工・山腹工
田子内 3 1 渓間工
椿川 5 3 地下水排除工・山腹工・渓間工

合　計 213 120

前半５カ年の計画
備　考

森林の所在 治山事業施行地区数

市町村 旧市町村 区　域

木製残存型枠を使用した治山ダム工 木製治山ダム工（オールウッド）
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６ 要整備森林の所在、面積、実施すべき施行の方法及び時期

位　置 林小班 種類 面積 方法 時期

水源

かん養
横手市 1 焼止　ほか

18-

8～

10,20,21,23,24,

26～29,31,32,34,

37,38,40,42,43,

45～47,49,50～56,

58,59,61,63～65

19-

1～3,10,11,

21～26,28～45,

47～51

20-

19,24～33,45,

46,60,61

21-

5,13～17,19,20

22,23,27,28,30,

31,33,34,39,46

99.70 間伐 42.86 間伐率20％ H29.3.31 横手市

水源

かん養
横手市 2 城付　ほか

34-

9,25,26,29,30,

35-

2,4,8,9,11,22,

23,28,31,34,35,

36

36-

5,8,9,16,24,28,

31,37

37-

25,26,39,40-31,

33

40-31,33

41-

1,9,11,15,18,

20～25,30,36

42-

7,8,22～24,29,30

43-

3,5,17,19,21～23

44-

6,7,27,28,33～35,

40

45-1,28

47-11

69.56 間伐 69.56 間伐率35％ H29.3.31 横手市

合計 169.26 112.42

伐　　採

実施すべき施業の方法及び時期等 その

他必

要な

事項

旧町村

名

特定

保安林
市町村 番

号
所　　在

要整備森林

面積
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第７ その他必要な事項

１ 保安林その他法令により施業について制限を受けている森林の施業方法

（１）制限林の施業方法

  ア 保安林の施業方法

１　皆伐

　　伐採の限度は、次の式で求められる面積以下である。

　　１箇所当たりの伐採区域の限度は２０ｈａ以下とする。

　　Ａ＝Ｆ／Ｕ＋α

　　　　　　　　　　Ａ：１伐採年度の皆伐面積計

　　　　　　　　　　Ｆ：同一単位区域内の皆伐が許容される保安林の全面積

　　　　　　　　　　Ｕ：標準伐期齢

　　　　　　　　　　α：前伐採年度の総年伐採面積の残量

２　防風保安林、防霧保安林で皆伐による伐採

　　原則として、幅２０メートル以上の帯状の森林を残置する。

３　択伐

　（１）択伐後に植栽する場合

　　　　択伐率は成長量相当で、上限は４０％

　（２）択伐後に植栽を要しない場合

　　　　択伐率は成長量相当で、上限は３０％

　　※　成長量の算出方法

　　　　（択伐前の立木材積）－（前回の択伐後の材積）

伐

採
の

限

度

植

　
　

裁

主

　

　
伐

区　分 内　　　　　容

主

　
　

伐

間

伐

伐

採
の

方
法 市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上とする

主伐に係る伐採の禁止を受け

ない森林

主伐に係る伐採の禁止を受け

る森林

水源かん養保安林、防風保安林、干害防備保
安林、防霧保安林

原則として伐採種を定めない

原則として択伐による 土砂流出防備保安林、土砂崩壊防備保安林
飛砂防備保安林、水害防備保安林、潮害防備

保安林、防雪保安林、魚つき保安林、航行目
標保安林、保健保安林、風致保安林

原則として伐採を禁止する なだれ防止保安林、落石防止保安林、防火保

安林、保安施設地区

伐採の禁止を受けない森林につき伐採をする

ことができる立木

樹冠疎密度が１０分の８以上の箇所

原則として伐採を禁止する

スギ等の針葉樹又は当該地域で一般的に造林が行われ、かつ、当該地域におい

て的確な更新が可能である高木性の広葉樹

間
伐

方

法

期
間

樹

種

伐採年度ごとに伐採することができる立木の材積は、原則として、当該伐採年

度の初日におけるその森林の立木の材積の１０分の３.５を越えないこと。

満１年生以上の苗を、おおむね、１ヘクタール当たり省令立地条件に応じて、

樹種毎に算出して定める本数以上均等に植裁する。

伐採が終了した日を含む伐採年度の翌伐採年度の初日から起算して２年以内に
植裁するものとする。
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イ 自然公園の施業方法

  防雪保安林
  防霧保安林

  防火保安林
  魚つき保安林

注）１所在及び面積については、別表２参照。

　　２小数点以下は四捨五入のため計とは一致しない。「0」は掲載単位に満たないもの

0

0

547

0
50

　土砂崩壊防備保安林
　飛砂防備保安林
　防風保安林

570

保安林の種類 面積　ha
　水源かん養保安林
　土砂流出防備保安林

25,241
9,016

1,249
　潮害防備保安林
　水害防備保安林

　干害防備保安林

38,733

0

　なだれ防止保安林

　保健保安林
　風致保安林

　落石防止保安林

0
423

19

0

　航行目標保安林 0
1,597

21
　合計

種類

１　第一種特別地域の森林は禁伐とする。

　　ただし、風致維持に支障のない場合に限り単独択伐法を行うことができる。

２　単木択伐法は次の規定により行う。

（１）伐採齢は標準伐期齢に見合う林齢に１０年以上加えて決定する。

（２）択伐率は現在の蓄積の１０％以下とする。

※県立公園の場合、造林地は択伐とし、択伐率は用材林にあっては現在蓄積の３０

　％以下、薪炭林にあっては６０％以下とする。

１　第二種特別地域の森林は択伐とする。

　　ただし、風致維持に支障のない場合に限り皆伐法によることができる。

２　択伐率は用材林にあっては現在蓄積の３０％以下、薪炭林にあっては６０％以

　下とする。

３　伐採齢は、標準伐期齢に見合う林齢以上とする。

　公園事業に係る施設及び集団施設地区の周辺（造林地、要改良林分及び薪炭林を

　除く。）において行われる場合にあっては、単木択伐法によるものとする。

４　皆伐法による場合は次のとおりとする。

　（１）伐採齢は、標準伐期齢に見合う林齢以上とする。

　（２）一伐区の面積は２ｈａであること。ただし、疎密度０．３より多く立木を

　　　残す場合は集団施設地区等、その他の主要な公園利用地点から望見されない

　　　場合は、この限りではない。

　（３）当該伐区が、皆伐法により伐採が行われた後、更新して５年を経過してい

　　　ない伐区に隣接していないこと。

　（４）集団施設地区等の周辺（造林地、要改良林分及び薪炭林を除く）において

　　　行われるものでないこと。

第三種特別地域の森林は、施業の制限を受けない。

第一種特別
地域

第二種特別
地域

内　　　　　容

第三種特別
地域
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ウ 自然環境保全地域の施業方法

特別地区は原則として現在蓄積の３０％以内の択伐とします。

ただし、自然環境に著しい変化を招くおそれのない場合であって、代区を努めて分散さ

せるときに限り２ｈａ以内の皆伐を行うことができます。

普通地区では自然環境に重大な影響を及ぼす顕著な行為を禁じます。

エ 鳥獣の保護及び狩猟に関する法律による特別保護地区の施業方法

伐採の方法を制限しなければ、鳥獣の生息、繁殖又は安全に支障があると認められるも

のについての伐採種は択伐とし(その程度が特に著しいと認められるものについては禁伐)
その他の森林にあっては伐採種を定めません。

地域森林計画の初年度以降５年間に当該森林にかかる特別保護地区内において皆伐でき

る面積の限度は、当該特別保護地区内の皆伐区域面積を標準伐期齢に相当する数で除して

得た面積の５倍とします。

保護施設を設けた樹木および鳥獣の保護繁殖上必要があると認められる特定の樹木は、

禁伐とします。

オ 都市計画法・風致地区の施業方法

主伐は原則として知事の許可が必要です。

カ 文化財保護法による史跡名勝の施業方法

主伐は原則として禁伐とします。

区　分
国立公園 551

17
208
843

県立公園 2,183
注）所在及び面積については、別表３参照

　第３種特別地域

面積ｈａ

　第１～３種特別地域

種　　類
　第２～３種特別地域

国定公園 　第１種特別地域
　第２種特別地域

 自然環境保全特別保護地域

注）所在及び面積については、別表４参照

12ha

 鳥獣保護区特別保護地区

注）所在及び面積については、別表４参照

1,243ha

風致地区

注）所在及び面積については、別表４参照

531ha

 史跡名勝天然記念物指定地

注）所在及び面積については、別表４参照

118ha
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キ 砂防指定地の施業方法

特に伐採種を定めないが、立木竹の伐採については知事の許可が必要です。

ク 急傾斜崩壊危険指定地の施業方法

特に伐採種を定めないが、立木竹の伐採については知事の許可が必要です。

（２）森林の保護及び管理

ア 森林の保護に関する事項

森林の病害虫・獣害による被害の防除・山火事の予防・気象災害の早期発見・復旧

等に努め、健全な森林の育成を図る。

   また、地域住民の憩いの場でもある海岸松林の保全・再生へ向け、ボランティア等

との協働により対策を進める。

イ 森林の巡視に関する事項

   保安林の管理と山地災害の早期発見のために巡視員を配置し、森林の管理に努める。

   松くい虫やナラ枯れの被害区域及び被害の恐れのある区域は、重点的に巡視を行い、

被害の早期発見と拡大防止に努める。

ウ 森林の保護及び管理のための施設に関する事項

   保安林については、標柱・看板を計画的に設置し、維持管理に努める。

   山火事防止については、標識の設置や山火事予防のＰＲ活動により山火事予防の啓

蒙に努める。

２ その他必要な事項

（１）水と緑の条例に関する事項

森林の整備については、基本的に「水源涵養機能」「山地災害防止等機能」「快適環境形

成機能」「保健・レクレーション・文化機能」などの森林の公益的機能を考慮して、「２森

林の整備及び保全に関する基本的な事項」や「６公益的機能別施業森林の整備に関する事

項」に基づき実施することとするが、特に条例の趣旨を反映すべき森林においては、土壌

条件や気象条件など地域の特性に応じて、次の事項に基づいた森林施業を実施する。

① 健全な生態系の回復・維持

a  著しく標高の高い所など、土壌条件、気象条件の悪い箇所に植裁されたスギ人工林に

ついては、混交林に誘導することとし、スギによる更新は原則として行わない。

b  スギ人工林にあっては、自然侵入するホオノキ、ミズキ、ウダイカンバなど有用広葉

 砂防指定地

注）所在及び面積については、別表４参照

1,475ha

 急傾斜崩壊危険指定地

注）所在及び面積については、別表４参照

132ha
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樹を育成し、森林構造の多層化を図る。

② 生物多様性の確保

a  野生生物の移動通路として重要な尾根筋や、生物多様性に重要な沢筋などの森林にお

いては、在来の広葉樹林や天然生林として保全する。

b  広葉樹林への誘導に当たっては、尾根筋においては、種子源となる樹種を保残すると

ともに、野生動物の餌となるブナ、ナラ類など実のなる樹種や、渓畔林においては、

トチノキ、サワグルミ、カツラなど多様な樹種を確保する。

c  森林の連続性を保ち、野生生物の生息地を確保するため、自然環境への負荷が大きい

大面積皆伐を回避する。

d  ４（１）ウ伐採跡地の更新をすべき期間に関する指針に基づき、伐採後の適切な更新

を図る。

③ 彩り豊かなふれあいの森林づくり

   集落の近くや、住民の憩いの場所となっている里山については、景観やふれあいに

配慮しながら、多様な樹種で構成される混交林への誘導を図る。

（２）民有林「緑の回廊」に関する事項

国有林では、生物多様性の保全と確保を目的として森林生態系保護地域をはじめとする

保護林のネットワークを形成し「奥羽山脈緑の回廊」を設定している。この「緑の回廊」

が一部途切れたり、狭くなったりしている所について、回廊の連続性を確保するため、平

成１５～１７年度に民有林「緑の回廊」を設定したところである。対象となる森林につい

ては、地域の関係者等の理解を得ながら国有林「緑の回廊」と一体となった森林の連続性

確保、生物多様性の保全及び水土保全機能の維持向上を図る。

① 民有林「緑の回廊」の設定区域

  民有林「緑の回廊」は、国有林で設定した「奥羽山脈緑の回廊」の秋田森林管理署千

屋森林事務所２２００林班から秋田森林管理署湯沢支署皆瀬森林事務所１００４班まで

の間で、回廊が途切れている部分、狭くなっている部分に概ね２ｋｍ以上（国有林 の

緑の回廊を含む）の森林の幅と森林の連続性が確保されるように設定しており、横手市

（旧山内村）と東成瀬村が市町村森林整備計画で定める区域とする。

② 民有林「緑の回廊」における森林施業

  １３（３）ア①健全な生態系の回復・維持及び②生物多様性の確保に基づいた森林施

業とし、特に生物多様性の確保を重視する。
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別表１　森林の有する機能別の森林の所在及び面積

ア　市町村別総括表 （単位：ha）

合計
　水源涵養

　機能

　山地災害

　防止機能

　快適環境

　形成機能

　保健・レク

　機能

木材等生産

機能

441,157 93,615 142,805 26,356 30,998 147,383

秋田市 83,395 11,203 25,372 7,579 9,962 29,279

秋田市 45,680 5,593 12,293 5,375 6,345 16,074

河辺町 16,892 2,393 5,932 1,171 1,531 5,866

雄和町 20,823 3,218 7,147 1,033 2,087 7,338

大仙市 75,647 8,827 26,987 5,561 5,798 28,474

大曲市 6,322 849 2,031 366 618 2,457

神岡町 1,323 59 251 301 308 405

西仙北町 24,276 2,797 8,183 2,341 2,382 8,573

中仙町 2,642 211 909 165 106 1,251

協和町 24,094 2,554 9,524 723 1,085 10,209

太田町 2,841 261 716 602 562 700

仙北町 41 6 17 17

南外村 14,108 2,090 5,373 1,045 720 4,879

仙北市 58,862 11,721 20,647 3,928 3,838 18,728

角館町 9,508 1,399 3,980 126 125 3,878

田沢湖町 28,321 5,538 9,002 2,821 2,799 8,161

西木村 21,034 4,784 7,665 981 914 6,690

美郷町 7,696 1,142 2,346 865 613 2,731

六郷町 2,594 362 754 567 241 671

千畑町 4,120 724 1,239 283 227 1,647

仙南村 981 56 353 14 146 413

横手市 88,040 25,488 27,859 3,931 4,661 26,101

横手市 11,770 3,072 3,533 457 1,167 3,541

増田町 10,135 3,067 3,784 116 3,167

平鹿町 1,551 370 425 159 84 512

雄物川町 6,558 1,374 1,676 468 453 2,587

大森町 16,020 3,052 3,497 1,788 1,263 6,420

十文字町 9 3 2 3

山内村 41,994 14,553 14,944 1,056 1,576 9,866

大雄村 5 5

湯沢市 82,439 23,453 27,618 2,726 4,524 24,119

湯沢市 22,588 6,013 8,112 1,034 956 6,473

稲川町 8,621 2,191 2,784 515 526 2,605

雄勝町 33,159 9,594 11,105 1,176 906 10,378

皆瀬村 18,071 5,655 5,617 1 2,136 4,663

羽後町 28,414 5,519 8,428 667 532 13,268

東成瀬村 16,665 6,263 3,549 1,101 1,069 4,683

注） １　森林の有する機能は、Ｈ（高い）、Ｍ（中庸）、Ｌ（低い）の３段階評価である。

２　水源涵養機能、山地災害防止機能／土壌保全機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能

　　はＨ（高い）の面積である。

３　木材等生産機能はＨ（高い）とＭ（中庸）の面積である。

Ｈ（高い）： 51,872 Ｍ（中庸）： 95,511

４　各機能は重複しているため、合計は延べ面積であり、各市町村の森林面積を上回る場合もある。

５　面積総数及び合計は、小数点以下四捨五入のため必ずしも一致しない。

区分

総数

市

　

　

　

　

町

　

　

　

　

村

　

　

　

　

別

　

　

　

　

内

　

　

　

　

訳






















































































































































































